






































































 

 

 

 

東海東京アセットマネジメント㈱ 

会社名 東海東京アセットマネジメント株式会社 
 
所在地 〒 104-0033 東京都中央区新川一丁目17番21号 茅場町ファーストビル 9Ｆ 

 電話 03-3553-7180 ファックス 03-3553-7997 

   ＨＰアドレス http://www.tfr.co.jp/ 

代表者 代表取締役社長  齋藤 勝雄 

金融商品取引業登録番号 関東財務局長(金商)第1384号 登録年月日 平成19年９月30日 

協会会員番号 010-00062   

業務開始年月 平成17年７月28日 資本金 1億円 

作 成 部 署 企画・管理本部 電 話 03-3553-7180 

 

１．業の種別 

投資運用業 １．法第２条第８項第12号イに係る業務 ②．法第２条第８項第12号ロに係る業務

３．法第２条第８項第14号に係る業務 ４．法第２条第８項第15号に係る業務 

投資助言・代理業 ①．法第２条第８項第11号に係る業務 ２．法第２条第８項第13号に係る業務 

第一種・第二種業 １．法第28条第１項に係る業務 ２．法第28条第２項に係る業務 

 

２．主な営業所、子法人等、提携企業 

区分 名称 所在地 

  該当なし 

   

   

 

３．主な株主 

株主名 
議決権 
保有比率

株主名 
議決権
保有比率

東海東京フィナンシャル・ホールディングス株式会社 100％  ％

 ％  ％

 

４．財務状況（直近３年度分）  （単位：百万円）

決算期 投資顧問部門収益 全体収益 経常損益 当期純損益 純資産額 

平成30年３月期 569 615 38 32 382

平成29年３月期 751 841 117 148 350

平成28年３月期 501 594 19 18 201

 

５．組織（証券業または信託業務を営む場合、①～③については投資顧問部門に従事している実質

人数を記載） 

①役職員総数  １９  名 

②運用業務従事者数  １３  名 

 内 ファンド・マネージャー数  ３  名、平均経験年数 １０ 年 ０ ヵ月 

 内 投信併営会社の場合の 投資顧問部門専任者   名、平均経験年数   年   ヵ月 

投資顧問・投信部門兼任者  名、平均経験年数  年  ヵ月 

 内 調査スタッフ数  １  名、平均経験年数 １ 年 ０ ヵ月 

③日本証券アナリスト協会検定会員数  ４  名 

 CFA協会認定証券アナリスト数     名 
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東海東京アセットマネジメント㈱ 

〈組織図〉 

組織規程に基づく組織図
平成30年4月1日現在

(情報管理統括責任者) (業務判断統括責任者）
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(広告審査担当者)
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６．投資運用契約に係る資産の金融商品取引行為の状況（直近１年度分） 

１．対象期間 平成２９年４月１日～平成３０年３月３１日 

 

２．金融商品取引行為に係る取引の割合（取引額には、MRFを含めておりません。） 

 相手方の商号 取引額の割合 備  考 

会員自らが顧客の相手方となった取引 . ％  

下記①に該当する 

法人との取引 

東海東京証券 91.3％  

西日本シティTT証券 6.8％  

ほくほくTT証券 1.9％  

下記②に該当する 

法人との取引 

 . ％  

 . ％  

 . ％  

 . ％  

 . ％  

下記③に該当する 

法人との取引 

 . ％  

 . ％  

 . ％  

①顧客のために行う金融商品取引行為の相手方となった法人で、金融商品取引法施行令第15条の16

に規定する親法人等・子法人等 

②顧客のために行う金融商品取引行為の相手方となった法人で、その取引額が年間の顧客のために

行った金融商品取引行為に係る取引総額の10％以上である法人 

③顧客のために行う金融商品取引行為の相手方となった法人で、金融商品取引業等に関する内閣府

令第126条第３号に規定する関係外国法人等に該当する法人 
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東海東京アセットマネジメント㈱ 

７．契約資産 

（ラップ業務） 

       

総合計 5,709 43,835 － －

注：投資助言契約欄は、顧客資産の額を前提とした契約のみ記入する。なお、全投資助言契約件数は、0件。 

 

② 投資対象別運用状況（平成30年3月末現在） 

ファンドラップ （金額単位：百万円）

 
国内 

株式特化 

国内 

債券特化

国内 

その他 

海外 

株式特化

海外 

債券特化

海外 

その他 

グローバル 

株式特化 

グローバル 

債券特化 

グローバル

その他 

件数 － － － － － － － － 5,709

金額 － － － － － － － － 43,835

ファンドラップ以外 （金額単位：百万円）

 
国内 

株式特化 

国内 

債券特化

国内 

その他 

海外 

株式特化

海外 

債券特化

海外 

その他 

グローバル 

株式特化 

グローバル 

債券特化 

グローバル

その他 

件数 － － － － － － － － －

金額 － － － － － － － － －

 

③ 契約規模別分布状況（平成30年3月末現在） （金額単位：百万円）

  1,000万円未満 
1,000～2,000万

円未満 

2,000～5,000万

円未満 

5,000万円～1億

円未満 

1～10億円 

未満 
10億円以上

件数 4,633 732 301 35 8 －

 構成比(％) 81.2 12.8 5.3 0.6 0.1 －

金額 22,442 9,661 8,430 2,185 1,117 －

 構成比(％) 51.2 22.0 19.2 5.0 2.5 －

 

① 契約資産状況（平成30年3月末現在） （金額単位：百万円）

   投資運用 投資助言 

   件数 金額 件数 金額 

国

内 

法人 25 559 － －

個人 5,684 43,276 － －

国内 計 5,709 43,835 － －

       

海

外 

法人 － － － －

個人 － － － －

海外 計 － － － －
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東海東京アセットマネジメント㈱ 

（投資一任業） 

① 契約資産状況（平成30年3月末現在） （金額単位：百万円）

   投資運用 投資助言 

   件数 金額 件数 金額 

国

内 

法

人 

公的年金 － － － －

私的年金 － － － －

その他 － － － －

計 － － － －

個人 － － － －

国内 計 － － － －

       

海

外 

法

人 

年金 － － － －

その他 － － － －

計 － － － －

個人 － － － －

海外 計 － － － －

       

総合計 － － － －

注：投資助言契約欄は、顧客資産の額を前提とした契約のみ記入する。なお、全投資助言契約件数は、 0 件。 

 

② 海外年金内訳（運用＋助言） 

米国 - 件

 - 百万円

欧州 - 件

 - 百万円

アジア - 件

 - 百万円

その他 - 件

 - 百万円

 

③ 投資対象別運用状況（平成30年3月末現在） （金額単位：百万円）

 
国内 

株式特化 

国内 

債券特化

国内 

その他 

海外 

株式特化

海外 

債券特化

海外 

その他 

グローバル 

株式特化 

グローバル 

債券特化 

グローバル

その他 

件数 － － － － － － － － －

金額 － － － － － － － － －

 

④ 契約規模別分布状況（平成30年3月末現在） （金額単位：百万円）

  10億円未満 
10～50億円 

未満 

50～100億円

未満 

100～500億円

未満 

500～1,000億円

未満 
1,000億円以上

件数 － － － － － －

 構成比(％) － － － － － －

金額 － － － － － －

 構成比(％) － － － － － －
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東海東京アセットマネジメント㈱ 

８．運用の特色（投資哲学、運用スタイル等） 

＜投資哲学＞ 

当社は、お客様との投資一任契約に基づき投資一任運用を行うファンドラップを通じて資産運用

サービスを提供しています。ファンドラップでは、お客様の投資に関するご意向やリスク許容度等

を伺った上で、中長期的な観点からお客様のリスク許容度に合わせた運用プランをご提案いたしま

す。当社では、ファンドラップ、ファンドラップ・プレミアにおいて、リスクの水準を異にする四

つの運用コースを提供しており、お客様のリスク許容度に合った運用コースをご提案いたします。

当社が運用を行うファンドラップの各運用コースでは、国内外の株式・債券といった伝統的資産

に加え、商品市場やREIT市場、ファンドラップ・プレミアにおいてはヘッジファンド等の代替投資

商品も投資対象としております。 

さまざまな投資対象に分散して投資を行う「分散投資」により、単一資産を投資対象とするとき

に比べ、投資収益のぶれが全体として抑制され、より安定的なリターンの獲得が可能と考えます。

投資リスクを管理したポートフォリオにより効率的な運用を行うことが、お客様の中長期的な資産

形成、投資意向に適うものと考えております。 

 

＜運用スタイル＞ 

長期の経済動向等を分析し、資産運用の基本方針に基づき、各運用コースの基本ポートフォリオ

を決定します(Plan)。さらに、中・短期的な経済見通しと各資産の分析に基づいた各コースの資産

配分変更と投資信託の売買を行います(Do)。さらに、各コースのパフォーマンスおよび組み入れ投

資信託の内容チェック、管理・検証・評価を行います(See)。Plan-Do-Seeの一貫した運用プロセス

と徹底した品質管理により、お客様に高品質な資産運用サービスをご提供するものです。 

 

 

 

 

９．投資に関する意思決定プロセス 
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東海東京アセットマネジメント㈱ 

10．運用受託報酬・投資助言報酬 

 

有価証券に係る投資一任契約に係る業務 

 

（ア） ラップ口座の運用に係る業務 

 

ⅰ．投資一任契約に係る報酬 

投資顧問報酬に係る計算方式には、「固定報酬型」と「成功報酬型」があり、いずれかの選択が可能。 

 

・投資顧問報酬料率 

 

 ①固定報酬（年率） 

計算方式 

計算評価額 
固定報酬型 顧問料率 成功報酬型の固定報酬 顧問料率 

5千万円までの分 

5千万円超1億円までの分 

1億円超3億円までの分 

3億円を超える分 

(年率)0.972％、

(年率)0.81％、

(年率)0.648％、

(年率)0.486％、

(税抜0.90％) 

(税抜0.75％)を加算

(税抜0.60％)を加算

(税抜0.45％)を加算

(年率)0.4536％、 

(年率)0.378％、 

(年率)0.3024％、 

(年率)0.2268％、 

(税抜0.42％) 

(税抜0.35％)を加算

(税抜0.28％)を加算

(税抜0.21％)を加算

 ②成功報酬                           16.2％   (税抜15.00％) 

 

 

（イ） 特定金銭信託等の運用に係る業務 

 

・報酬体系(基本) 

契約資産額 顧問報酬率 

10 百万円以上 1億円までの分 

1 億円超 2億円までの分 

2 億円超 3億円までの分 

3 億円超 5億円までの分 

5 億円超 10 億円までの分 

10 億円超 20 億円までの分 

20 億円超 50 億円までの分 

50 億円超 100 億円までの分 

100 億円を超える分 

(年率)1.08％、 

(年率)0.864％、

(年率)0.756％、

(年率)0.54％、 

(年率)0.486％、

(年率)0.378％、

(年率)0.27％、 

(年率)0.216％、

(年率)0.162％、

(税抜1.00％) 

(税抜0.80％)を加算 

(税抜0.70％)を加算 

(税抜0.50％)を加算 

(税抜0.45％)を加算 

(税抜0.35％)を加算 

(税抜0.25％)を加算 

(税抜0.20％)を加算 

(税抜0.15％)を加算 

但し、契約資産額が、10百万円を満たない場合の報酬は、108,000円（税込）とする。 

(注)運用の方法その他の事情により、上記料金と異なることもあります。 

 

・顧客が要望し合意が出来た場合は、成功報酬体系とする。 

①固定報酬は、契約資産の0.216％（税込）（年率）とする。 

②成功報酬は、運用利回りが一定の基準を超えた場合、その超過部分の10.8％（税込）を支払うものとす

る。 

 

 

 

※ 報酬額については、運用商品の一部について記載しております。 
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野村證券㈱ 

会社名 野村證券株式会社 
 
所在地 〒 103-8011 東京都中央区日本橋一丁目９番１号 

 電話 03-3211-1811 ファックス 03-3278-1089 

   ＨＰアドレス http：//www.nomura.co.jp/ 

代表者 代表執行役社長   森田 敏夫 

金融商品取引業登録番号 関東財務局長(金商)第142号 登録年月日 平成19年9月30日 

協会会員番号 011-01234   

業務開始年月 平成17年10月11日 資本金 100億円 

作 成 部 署 投資顧問事業部 電 話 03-3278-1039 

 

１．業の種別 

投資運用業 １．法第２条第８項第12号イに係る業務 ②．法第２条第８項第12号ロに係る業務

３．法第２条第８項第14号に係る業務 ④．法第２条第８項第15号に係る業務 

投資助言・代理業 ①．法第２条第８項第11号に係る業務 ②．法第２条第８項第13号に係る業務 

第一種・第二種業 ①．法第28条第１項に係る業務 ②．法第28条第２項に係る業務 

 

２．主な営業所、子法人等、提携企業 

区分 名称 所在地 

営業所 大手町センター 東京都千代田区大手町二丁目２番２号 アーバンネット大手町ビル

   

   

 

３．主な株主 

株主名 
議決権 
保有比率

株主名 
議決権
保有比率

野村ホールディングス株式会社 100％  ％

 ％  ％

 ％  ％

 ％  ％

 ％  ％

 

４．財務状況（直近３年度分）  （単位：百万円）

決算期 投資顧問部門収益 全体収益 経常損益 当期純損益 純資産額 

30年3月期 6,300 689,811 121,838 76,439 661,758

29年3月期 5,016 662,831 101,037 71,743 735,965

28年3月期 4,127 746,799 184,705 120,543 805,013

 

５．組織（証券業または信託業務を営む場合、①～③については投資顧問部門に従事している実質

人数を記載） 

①役職員総数  59  名 

②運用業務従事者数  7.5 名 

 内 ファンド・マネージャー数  6.5 名、平均経験年数 14 年 4 ヵ月 

 内 投信併営会社の場合の                        投資顧問部門専任者   名、平均経験年数   年   ヵ月 

投資顧問・投信部門兼任者  名、平均経験年数  年  ヵ月 

 内 調査スタッフ数  0  名、平均経験年数   年   ヵ月 

③日本証券アナリスト協会検定会員数  21  名 

 CFA協会認定証券アナリスト数  1  名 
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＜組織図＞ 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６．投資運用契約に係る資産の金融商品取引行為の状況（直近１年度分） 

１．対象期間 平成29年4月1日～平成30年3月31日 

 

２．金融商品取引行為に係る取引の割合 

 相手方の商号 取引額の割合 備  考 

会員自らが顧客の相手方となった取引 100.00％  

下記①に該当する 

法人との取引 

 . ％  

 . ％  

 . ％  

下記②に該当する 

法人との取引 

 . ％  

 . ％  

 . ％  

 . ％  

 . ％  

下記③に該当する 

法人との取引 

 . ％  

 . ％  

 . ％  

①顧客のために行う金融商品取引行為の相手方となった法人で、金融商品取引法施行令第15条の16に規定する親法人

等・子法人等 

②顧客のために行う金融商品取引行為の相手方となった法人で、その取引額が年間の顧客のために行った金融商品取

引行為に係る取引総額の10％以上である法人 

③顧客のために行う金融商品取引行為の相手方となった法人で、金融商品取引業等に関する内閣府令第126条第３号

に規定する関係外国法人等に該当する法人 

株 主 総 会 

取締役会 

執行役社長 
経営会議 

内部管理委員会 

審査委員会 

年金委員会 

指名委員会 

監査委員会 

報酬委員会 

フィデューシャリー・マネジメント部 

業務管理本部 

投資顧問事業部 

執行役員会 

取締役会室 
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７．契約資産 

（ラップ業務） 

       

総合計 189,766 2,662,805 0 0

注：投資助言契約欄は、顧客資産の額を前提とした契約のみ記入する。なお、全投資助言契約件数は、 件。 

 

② 投資対象別運用状況（平成30年3月末現在） 

ファンドラップ （金額単位：百万円）

 
国内 

株式特化 

国内 

債券特化

国内 

その他 

海外 

株式特化

海外 

債券特化

海外 

その他 

グローバル 

株式特化 

グローバル 

債券特化 

グローバル

その他 

件数 3 44 81 0 47 5 8 995 188,583

金額 19 5,961 3,640 0 7,677 90 669 137,298 2,507,450

ファンドラップ以外 （金額単位：百万円）

 
国内 

株式特化 

国内 

債券特化

国内 

その他 

海外 

株式特化

海外 

債券特化

海外 

その他 

グローバル 

株式特化 

グローバル 

債券特化 

グローバル

その他 

件数 0 0 0 0 0 0 0 0 0

金額 0 0 0 0 0 0 0 0 0

 

③ 契約規模別分布状況（平成30年3月末現在） （金額単位：百万円）

  1,000万円未満 
1,000～2,000万

円未満 

2,000～5,000万

円未満 

5,000万円～1億

円未満 

1～10億円 

未満 
10億円以上

件数 119,354 46,733 18,238 3,798 1,572 71

 構成比(％) 62.9 24.6 9.6 2.0 0.8 0.0

金額 747,775 614,424 547,082 252,263 363,413 137,849

 構成比(％) 28.1 23.1 20.5 9.5 13.6 5.2

 

 

① 契約資産状況（平成30年3月末現在） （金額単位：百万円）

   投資運用 投資助言 

   件数 金額 件数 金額 

国

内 

法人 2,915 376,551 0 0

個人 186,851 2,286,254 0 0

国内 計 189,766 2,662,805 0 0

       

海

外 

法人 0 0 0 0

個人 0 0 0 0

海外 計 0 0 0 0
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（投資一任業） 

① 契約資産状況（平成30年3月末現在） （金額単位：百万円）

   投資運用 投資助言 

   件数 金額 件数 金額 

国

内 

法

人 

公的年金 - - - -

私的年金 - - - -

その他 - - 2 204,294

計 0 0 2 204,294

個人 - - - -

国内 計 0 0 2 204,294

       

海

外 

法

人 

年金 - - - -

その他 - - - -

計 0 0 0 0

個人 - - - -

海外 計 0 0 0 0

       

総合計 0 0 2 204,294

注：投資助言契約欄は、顧客資産の額を前提とした契約のみ記入する。なお、全投資助言契約件数は、45件。 

 

② 海外年金内訳（運用＋助言） 

米国 - 件

 - 百万円

欧州 - 件

 - 百万円

アジア - 件

 - 百万円

その他 - 件

 - 百万円

 

③ 投資対象別運用状況（平成30年3月末現在） （金額単位：百万円）

 
国内 

株式特化 

国内 

債券特化

国内 

その他 

海外 

株式特化

海外 

債券特化

海外 

その他 

グローバル 

株式特化 

グローバル 

債券特化 

グローバル

その他 

件数 - - - - - - - - -

金額 - - - - - - - - -

 

④ 契約規模別分布状況（平成30年3月末現在） （金額単位：百万円）

  10億円未満 
10～50億円 

未満 

50～100億円

未満 

100～500億円

未満 

500～1,000億円

未満 
1,000億円以上

件数 - - - - - -

 構成比(％) 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

金額 - - - - - -

 構成比(％) 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
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８．運用の特色（投資哲学、運用スタイル等） 

１．長期的な資産の成長・保全を図るために、長期的な視野に立った資産配分などの運用ソリューショ

ン・サービスを提供する。 

２．国内株式・国内債券に加え、海外の株式・債券、不動産投信（REIT）、オルタナティブ商品など、

グローバルな視野に立った、多様な商品・サービスを提供する。 

３．投資一任業務： 

①専用投資信託を通じて、グループの枠に捉われることなく、内外の運用会社の運用リソースを顧

客に提供する。 

②現在、野村SMAと野村ファンドラップの2種類のサービスを提供している。 

４．投資助言業務（運用会社に対する投資信託に関する助言業務）： 

投資一任業務で培った資産配分のノウハウを、投資信託の運用会社への投資助言業務を通じて提供

する。（なお、上記とは別に、年金基金等向けの助言業務も行っている。） 

５．１）投資プロセスや資産配分などの決定とその検証、２）投資対象商品の選定や選定後の品質検

証、及び３）投資ガイドラインや法令諸規則の遵守状況の確認を、各種委員会を通じて実行すると

いう内部検証体制を確立する一方、野村ファンド・リサーチ・アンド・テクノロジー株式会社（Ｎ

ＦＲ＆Ｔ社）など外部の分析評価機関の機能を活用してサービス内容や提供商品の質の向上に努め

る。 

 

９．投資に関する意思決定プロセス 

・投資一任業務 
 お客様の投資方針や目的の把握

1. リスク許容度の把握
2. 為替リスク、非伝統資産比率などの

投資制約条件
3. スタイルやマネージャーの選好

お客様ごとの資産配分決定
ポートフォリオの構築

外部運用機関からの運用サービス及びＮ
ＦＲ＆Ｔ社からの評価・選定サービスの提
供。

内部調査機関からの各種資産の
基本データや経済情報の提供

投資政策委員会：ポートフォリオ
構築ロジックの確定

商品委員会：外部運用委託先の
商品・サービスの選定・評価

定期的な商品委員会での全体及び個
別契約資産のリスク・リターン分析と外
部運用機関の運用状況に関する分析・
評価

お客様の投資方針や目的の把握
1. リスク許容度の把握
2. 為替リスク、非伝統資産比率などの

投資制約条件
3. スタイルやマネージャーの選好

お客様ごとの資産配分決定
ポートフォリオの構築

外部運用機関からの運用サービス及びＮ
ＦＲ＆Ｔ社からの評価・選定サービスの提
供。

内部調査機関からの各種資産の
基本データや経済情報の提供

投資政策委員会：ポートフォリオ
構築ロジックの確定

商品委員会：外部運用委託先の
商品・サービスの選定・評価

定期的な商品委員会での全体及び個
別契約資産のリスク・リターン分析と外
部運用機関の運用状況に関する分析・
評価

 

・投資助言業務（運用会社向け） 
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10．運用受託報酬・投資助言報酬 

■野村SMA（エグゼクティブ・ラップ） 

①投資一任受任料  資産クラスの計算基準金額ごとに、次の料率(年率、内枠)が適用されます。 

運用資産の区分 

国内債券を投資分野

とする資産クラス 

外国債券を投資分野 

とする資産クラス 

左記以外の 

資産クラス 

 税抜き  税抜き  税抜き 

1億円以下の部分につき 0.0648% 0.06% 0.0648% 0.06% 0.1080% 0.10% 

1億円超 10億円以下の部分につき 0.0540% 0.05% 0.0540% 0.05% 0.0756% 0.07% 

10億円超 30億円以下の部分につき 0.0540% 0.05% 0.0540% 0.05% 0.0756% 0.07% 

30億円超 50億円以下の部分につき 0.0540% 0.05% 0.0540% 0.05% 0.0756% 0.07% 

50億円超の部分につき 0.0540% 0.05% 0.0540% 0.05% 0.0648% 0.06% 

②SMA手数料  資産クラスの計算基準金額ごとに、次の料率(年率、内枠)が適用されます。 

運用資産の区分 

国内債券を投資分野

とする資産クラス 

外国債券を投資分野 

とする資産クラス 

左記以外の 

資産クラス 

 税抜き  税抜き  税抜き 

5千万円以下の部分につき 0.3672% 0.34% 0.8856% 0.82% 1.5120% 1.40% 

5千万円超 1億円以下の部分につき 0.3672% 0.34% 0.7560% 0.70% 1.2960% 1.20% 

1億円超 3億円以下の部分につき 0.2700% 0.25% 0.6264% 0.58% 1.0800% 1.00% 

3億円超 5億円以下の部分につき 0.1620% 0.15% 0.4968% 0.46% 0.8640% 0.80% 

5億円超 10億円以下の部分につき 0.1620% 0.15% 0.4320% 0.40% 0.7560% 0.70% 

10億円超 30億円以下の部分につき 0.1620% 0.15% 0.4212% 0.39% 0.7344% 0.68% 

30億円超 50億円以下の部分につき 0.1620% 0.15% 0.4104% 0.38% 0.7236% 0.67% 

50億円超の部分につき 0.1620% 0.15% 0.3672% 0.34% 0.6696% 0.62% 

 

 ■野村ファンドラップ 

①投資一任受任料  お客様によって選択されている運用コースにおけるリスク水準（RR1～7）に応じ、  

次の料率（年率、内枠、下段括弧内は税抜き料率）が適用されます。 

 RR1 RR2 RR3 RR4 RR5 RR6 RR7

1億円以下の 

部分につき 

0.1836% 
（0.1700%）

0.2160% 
（0.2000%） 

0.2484% 
（0.2300%）

0.3024% 
（0.2800%）

0.3564% 
（0.3300%）

0.3780% 
（0.3500%） 

0.4104% 
（0.3800%）

1億円超の 

部分につき 

0.1728% 
（0.1600%）

0.1944% 
（0.1800%） 

0.2268% 
（0.2100%）

0.2808% 
（0.2600%）

0.3348% 
（0.3100%）

0.3564% 
（0.3300%） 

0.3888% 
（0.3600%）

②ファンドラップ手数料  お客様によって選択されている運用コースにおけるリスク水準（RR1～7）に応じ、   

次の料率（年率、内枠、下段括弧内は税抜き料率）が適用されます。 

 RR1 RR2 RR3 RR4 RR5 RR6 RR7

5千万円以下の 

部分につき 

0.8208% 
（0.7600%）

0.8748% 
（0.8100%） 

0.9396% 
（0.8700%）

1.0584% 
（0.9800%）

1.1772% 
（1.0900%）

1.2312% 
（1.1400%） 

1.2960% 
（1.2000%）

5千万円超 

1億円以下の 

部分につき 

0.6912% 
（0.6400%）

0.7344% 
（0.6800%） 

0.7884% 
（0.7300%）

0.8856% 
（0.8200%）

0.9828% 
（0.9100%）

1.0260% 
（0.9500%） 

1.0800% 
（1.0000%）

1億円超の 

部分につき 

0.5508% 
（0.5100%）

0.5832% 
（0.5400%） 

0.6264% 
（0.5800%）

0.7020% 
（0.6500%）

0.7776% 
（0.7200%）

0.8208% 
（0.7600%） 

0.8640% 
（0.8000%）

＜実績報酬併用制における特則＞ 

◆ 固定料率部分  上記①に代えて次の料率（年率、内枠、下段括弧内は税抜き料率）が適用されます。 

 RR1 RR2 RR3 RR4 RR5 RR6 RR7

1億円以下の 

部分につき 

0.0864% 
（0.0800%）

0.0972% 
（0.0900%） 

0.1188% 
（0.1100%）

0.1512% 
（0.1400%）

0.1728% 
（0.1600%）

0.1836% 
（0.1700%） 

0.2052% 
（0.1900%）

1億円超の 

部分につき 

0.0864% 
（0.0800%）

0.0972% 
（0.0900%） 

0.1080% 
（0.1000%）

0.1404% 
（0.1300%）

0.1620% 
（0.1500%）

0.1728% 
（0.1600%） 

0.1944% 
（0.1800%）

◆ 実績連動部分  対象となる運用益の10%×（1＋消費税等率） 
 

※ 投資信託について、信託財産から運用管理費用（信託報酬）等が差引かれるほか、投資信託の売却時に信託財産留

保額が差引かれることがあります。運用管理費用（信託報酬）等及び信託財産留保額については、個々の投資信託

によって料率や取り扱いが異なりますので、各投資信託の目論見書等で確認して下さい。 
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会社名 光証券株式会社 
 
所在地 〒 650-0001 兵庫県神戸市中央区加納町３丁目４－２ 

 電話 078-940-1222 ファックス 078-391-4080 

   ＨＰアドレス http://www.hikarishoken.com 

代表者 取締役社長  森中 寛 

金融商品取引業登録番号 近畿財務局長(金商)第30号 登録年月日 平成19年 9月30日 

協会会員番号 021-00161   

業務開始年月 平成18年４月１日 資本金 5.138億円 

作 成 部 署 投資運用サービス部 電 話 03-5843-9020 

 

１．業の種別 

投資運用業 １．法第２条第８項第12号イに係る業務 ②．法第２条第８項第12号ロに係る業務

３．法第２条第８項第14号に係る業務 ４．法第２条第８項第15号に係る業務 

投資助言・代理業 １．法第２条第８項第11号に係る業務 ２．法第２条第８項第13号に係る業務 

第一種・第二種業 ①．法第28条第１項に係る業務 ２．法第28条第２項に係る業務 

 

２．主な営業所、子法人等、提携企業 

区分 名称 所在地 

 該当なし  

   

   

 

３．主な株主 

株主名 
議決権 
保有比率

株主名 
議決権
保有比率

森中 蕃 33.4％  ％

（有）銭屋寛兵衛 22.1％  ％

森中 寛 19.1％  ％

 ％  ％

 ％  ％

 

４．財務状況（直近３年度分）  （単位：百万円）

決算期 投資顧問部門収益 全体収益 経常損益 当期純損益 純資産額 

30年 3月期 30 1,194 -41 133 11,416

29年 3月期 18 1,001 -152 -37 10,618

28年 3月期 19 1,309 -70 178 11,105

 

５．組織（証券業または信託業務を営む場合、①～③については投資顧問部門に従事している実質

人数を記載） 

①役職員総数  5  名 

②運用業務従事者数  3  名 

 内 ファンド・マネージャー数 1.8 名、平均経験年数 2年 2ヵ月 

 内 投信併営会社の場合の 投資顧問部門専任者   名、平均経験年数   年   ヵ月 

投資顧問・投信部門兼任者  名、平均経験年数  年  ヵ月 

 内 調査スタッフ数 1.2 名、平均経験年数 1 年 9 ヵ月 

③日本証券アナリスト協会検定会員数  １  名 

 CFA協会認定証券アナリスト数     名 
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〈組織図〉 

 

 

６．投資運用契約に係る資産の金融商品取引行為の状況（直近１年度分） 

１．対象期間 平成29年 4月 1日 ～ 平成30年 3月31日 

 

２．金融商品取引行為に係る取引の割合 

 相手方の商号 取引額の割合 備 考 

会員自らが顧客の相手方となった取引 85.2 ％  

下記①に該当する法

人との取引 

 0. ％  

 . ％  

 . ％  

下記②に該当する法

人との取引 

松阪証券株式会社 14.8 ％  

 . ％  

 . ％  

 . ％  

 . ％  

下記③に該当する法

人との取引 

 0. ％  

 . ％  

 . ％  

①顧客のために行う金融商品取引行為の相手方となった法人で、金融商品取引法施行令第15条の16に規定する親法人

等・子法人等 

②顧客のために行う金融商品取引行為の相手方となった法人で、その取引額が年間の顧客のために行った金融商品取

引行為に係る取引総額の10％以上である法人 

③顧客のために行う金融商品取引行為の相手方となった法人で、金融商品取引業等に関する内閣府令第126条第３号

に規定する関係外国法人等に該当する法人 

 

取締役会 

投 資 運 用 サ ー ビ ス 部 

運用課 管理課 

株主総会 
監査役会 

監 査 役 

管理本部 

管理部 検査部 

営業課 
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７．契約資産 

（ラップ業務） 

       

総合計 133 852 0 0

注：投資助言契約欄は、顧客資産の額を前提とした契約のみ記入する。なお、全投資助言契約件数は、 件。 

 

②投資対象別運用状況（平成３０年３月末現在） 

ファンドラップ （金額単位：百万円）

 
国内 

株式特化 

国内 

債券特化

国内 

その他 

海外 

株式特化

海外 

債券特化

海外 

その他 

グローバル 

株式特化 

グローバル 

債券特化 

グローバル

その他 

件数 - - - - - - - - -

金額 - - - - - - - - -

ファンドラップ以外 （金額単位：百万円）

 
国内 

株式特化 

国内 

債券特化

国内 

その他 

海外 

株式特化

海外 

債券特化

海外 

その他 

グローバル 

株式特化 

グローバル 

債券特化 

グローバル

その他 

件数 133 - - - - - - - -

金額 852 - - - - - - - -

 

③契約規模別分布状況（平成３０年３月末現在） （金額単位：百万円）

  1,000万円未満 
1,000～2,000万

円未満 

2,000～5,000万

円未満 

5,000万円～1億

円未満 

1～10億円 

未満 
10億円以上

件数 121 4 5 2 1 0

 構成比(％) 91.0 3.0 3.8 1.5 0.8 0.0

金額 510 47 135 160 0 0

 構成比(％) 59.8 5.5 15.9 18.8 0.0 0.0

 

①契約資産状況（平成３０年３月末現在） （金額単位：百万円）

   投資運用 投資助言 

   件数 金額 件数 金額 

国

内 

法人 2 3 - -

個人 131 849 - -

国内 計 133 852 0 0

       

海

外 

法人 - - - -

個人 - - - -

海外 計 0 0 0 0
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（投資一任業） 

①契約資産状況（平成３０年３月末現在） （金額単位：百万円）

   投資運用 投資助言 

   件数 金額 件数 金額 

国

内 

法

人 

公的年金 - - - -

私的年金 - - - -

その他 - - - -

計 0 0 0 0

個人 35 354 - -

国内 計 35 354 0 0

       

海

外 

法

人 

年金 - - - -

その他 - - - -

計 0 0 0 0

個人 - - - -

海外 計 0 0 0 0

       

総合計 35 354 0 0

注：投資助言契約欄は、顧客資産の額を前提とした契約のみ記入する。なお、全投資助言契約件数は、 0 件。 

 

②海外年金内訳（運用＋助言） 

米国 - 件

 - 百万円

欧州 - 件

 - 百万円

アジア - 件

 - 百万円

その他 - 件

 - 百万円

 

③投資対象別運用状況（平成３０年３月末現在） （金額単位：百万円）

 
国内 

株式特化 

国内 

債券特化

国内 

その他 

海外 

株式特化

海外 

債券特化

海外 

その他 

グローバル 

株式特化 

グローバル 

債券特化 

グローバル

その他 

件数 35 - - - - - - - -

金額 354 - - - - - - - -

 

④契約規模別分布状況（平成３０年３月末現在） （金額単位：百万円）

  10億円未満 
10～50億円 

未満 

50～100億円

未満 

100～500億円

未満 

500～1,000億円

未満 
1,000億円以上

件数 35 - - - - -

 構成比(％) 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

金額 354 - - - - -

 構成比(％) 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
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８．運用の特色（投資哲学、運用スタイル等） 

光証券投資運用サービス部では、当社のお客様との投資一任契約に基づく投資一任運用「イー

グルズアイ」（ラップ口座）と、他社媒介によるお客様との投資一任契約に基づく投資一任運

用のサービスを提供しており、いずれも当社がお客様に代わって資産運用を行います。 

○ 運用方針 

日本株式、ＥＴＦ（上場投資信託）、Ｊ-ＲＥＩＴ（上場不動産投資信託）等を投資対象とし、

インフレヘッジを主眼に安定したリターンを獲得することを目指します。 

○ 特  色 

主として中長期のバリュー（割安）株投資を行いますが、投資機会がある場合にグロース（成

長）株投資を組み合わせることも致します。相場下落時は現金比率の調整やインバース型ＥＴ

Ｆの活用により契約資産の大きな毀損を避けるよう努めます。 

○ 「イーグルズアイ」（ラップ口座）は２つの運用コースを設定 

契約資産の保全を図りつつ、インフレヘッジ（物価上昇影響を軽減）を主眼に中長期で安定し

た収益を獲得することを目指す（標準運用）コースと、（標準運用）コースに比べてキャッ

シュ／ＭＲＦの比重を低めたり、短期のグロース株戦略の比重を高めたりして、積極的な運用

を心掛ける（積極運用）コースをお選び頂けます。 

９．投資に関する意思決定プロセス 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

マクロ環境分析 

・各種経済統計（国内総生産、鉱工業生産、景気動向
指数等）を確認 

・公表資料や報道から投資環境、政治動向、規制動 
向、国際情勢等を確認 フォロー（投資候補）銘柄

100～200社 
・公開情報の確認、経営者・投資家向け開示担当者へ
の取材、決算・経営説明会への出席 

・需要動向、供給能力、競争状況、営業戦略、財務戦
略、業績動向、経営の質、企業文化、ノウハウの蓄
積、研究開発力等を確認 

・業績を予想、企業価値を推定、リスクを想定 

・財務数値及び統計学の手法から投資候補群を抽出 
・除外した企業を例外的に再抽出（主に時価総額や財
務指標等で判断） 

・債務返済能力が低い企業を除外 

テクニカル

（チャート等）

チェック 

ユニバース（投資対象） 

日本株式、ETF、J-REIT等約3,800銘柄 

ポートフォリオ 

（組入れ） 

通常2～10銘柄程度 

スクリーニング 

個別注目企業調査 

・推定した株式価値と評価尺度から目標株価と達成時
期を想定 

・独自開発のモデルを参考に組入比率を決定 
・株価・財務指標グラフから市場や個別株の勢い・水
準・変動を確認・見極め 

スクリーニング（抽出）からモニタリング（監視）、リスク管理までの一連の作業を行います。 

・ポートフォリオ（組入れ）全体のリスク・収益率特
性を検証 

・値動きや新情報を基に個別銘柄の組入比率調整及び
入替えを検討 

発注、配分/指図 ・取引所へ発注、規程に従い出来た注文を各お客様に
配分/媒介証券会社へ発注の指図 

当社投資運用サービス部 

当社運用リスク管理委員会 

運用に関する事項を審議 

モニタリング（監

視）、リスク管理 
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10．運用受託報酬・投資助言報酬 
 
【イーグルズアイ（ラップ口座）】は各コースごとに下記の報酬体系の合計とします。 

1. イーグルズアイ（標準運用）コース 
① 固定報酬 
契約時又は契約更新時に契約資産額に対して２．０％（税抜）の料率を乗じた額を、四半期ご
とに按分したうえで各四半期の最初の月（１･４･７･１０月）の１０日までに契約資産から徴
収致します。(*1)(*2) 
② 成功報酬 
契約の満了時(*3)又は解除の際に契約資産時価評価額が契約開始時の契約資産額もしくはＨＷＭ
（成功報酬算定の際の基準額）(*4)を超過する場合に契約資産から徴収致します。超過率が 
１０％以下の場合は、超過額に対して１０％（税込）を乗じた金額とし、超過率が１０％超の場
合は、１０％までの超過額に対して１０％（税抜）を乗じた金額に加えて１０％超の超過額の部
分に対して２０％（税抜）を乗じた金額を１２月末までに契約資産から徴収致します。 
③ その他諸費用 
ＥＴＦ（上場投資信託）等を保有した場合、ファンドから支払われる費用として信託報酬 
（ファンドに定められた料率を乗じた額）等を間接的にご負担頂きます。 

2. イーグルズアイ（積極運用）コース 
① 固定報酬 
契約時又は契約更新時に契約資産額に対して１．８％（税抜）の料率を乗じた額を、四半期ご
とに按分したうえで各四半期の最初の月（１･４･７･１０月）の１０日までに契約資産から徴
収致します。(*1)(*2)  
② 成功報酬 
契約満了時(*3)又は解除の際に契約資産時価評価額が契約開始時の契約資産額もしくはＨＷＭ
（成功報酬算定の際の基準額）(*4)を超過する場合に、２０％（税抜）を乗じた金額を１２月末
までに契約資産から徴収致します。 
③ その他諸費用 
ＥＴＦ（上場投資信託）等を保有した場合、ファンドから支払われる費用として信託報酬 
（ファンドに定められた料率を乗じた額）等を間接的にご負担頂きます。 

*1 契約開始時の固定報酬については、運用開始月の翌月を含む直近四半期までの固定報酬を月
割り計算したうえで、運用開始時までに契約資産から徴収致します。 

*2 契約金額が１億円を超過する部分については協議の上、別途取決める事ができます。 
*3 契約満了時の成功報酬の算定基準日は１２月の最終営業日の２営業日前、契約解除時の成功

報酬の算定基準日は契約解除届受領後６営業日目と致します。 
*4 成功報酬算定基準日における成功報酬控除後契約資産時価評価額の最大金額です。 

 
【他社媒介一任運用】は下記の報酬体系の合計とします。 

① 固定報酬 
契約日又は契約更新日の契約資金（契約資産）額に対して弊社が別途定める料率を乗じた額とし
ます。契約開始時については契約日が属する月の翌月分から契約満了日までを月割計算し、契約
日又は契約更新日から２０営業日以内にお支払い頂きます。契約資金（契約資産）額追加の場合
は、契約資金（契約資産）確定日が属する月の翌月分から契約満了日までを月割計算し、契約資
金（契約資産）確定日から２０営業日以内にお支払い頂きます。               
② 成功報酬 
契約資金（契約資産）を超過した場合、弊社が別途定める超過率等に応じて、超過額に対して同
じく弊社が別途定める料率を乗じた額を契約更新日又は解約日から２０営業日以内にお支払い頂
きます。 
③ その他諸費用 
ＥＴＦ（上場投資信託）等を保有した場合、ファンドから支払われる費用として信託報酬（ファ
ンドに定められた料率を乗じた額）等を間接的にご負担頂きます。また、媒介証券会社が受領す
る投資一任運用により生じた所定の上場有価証券等の売買に係る委託手数料をご負担頂きます。 
 

11．その他、特記事項 
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会社名 株式会社FOLIO 
 
所在地 〒 102-0082 東京都千代田区一番町16-1 共同ビル一番町4F 

 電話 03-6261-5152 ファックス 03-6261-5153 

   ＨＰアドレス https://folio-sec.com/ 

代表者 代表取締役 甲斐 真一郎 

金融商品取引業登録番号 関東財務局長(金商)第2983号 登録年月日 2017年4月4日 

協会会員番号 012-02779   

業務開始年月 2017年7月6日 資本金 100,000,000円 

作 成 部 署 経営管理部 電 話 03-6261-5152 

 

１．業の種別 

投資運用業 １．法第２条第８項第12号イに係る業務 ②．法第２条第８項第12号ロに係る業務

３．法第２条第８項第14号に係る業務 ４．法第２条第８項第15号に係る業務 

投資助言・代理業 １．法第２条第８項第11号に係る業務 ２．法第２条第８項第13号に係る業務 

第一種・第二種業 ①．法第28条第１項に係る業務 ２．法第28条第２項に係る業務 

 

２．主な営業所、子法人等、提携企業 

区分 名称 所在地 

子会社 ㈱FOLIOアセットマネジメント 東京都千代田区一番町16番地 

 

３．主な株主 

株主名 
議決権 
保有比率

株主名 
議決権
保有比率

LINE Financial株式会社 26.07% ｼﾞｬﾌｺSV5共有投資事業有限責任組

合 

5.54%

甲斐真一郎 19.92% ｼﾞｰ･ｴｽ･ｸﾞﾛｰｽ･ｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾄ合同会社 3.72%

A-FundⅡ,L.P 12.95% その他 19.92%

Draper Nexus Technology 

Partners JapanⅡ,LP 

6.01%  

Rakuten Europe S.a.r.l. 5.87%  

 

４．財務状況（直近３年度分）  （単位：百万円）

決算期 投資顧問部門収益 全体収益 経常損益 当期純損益 純資産額 

 30年３月期 － 14 △841 △862 7,990

 29年３月期 － 0 △168 △168 1,863

 28年11月期 － 0 △77 △78 231

 

５．組織（証券業または信託業務を営む場合、①～③については投資顧問部門に従事している実質

人数を記載） 

①役職員総数    71名 

②運用業務従事者数    3名 

 内 ファンド・マネージャー数    1名、平均経験年数  12年   1ヵ月 

 内 投信併営会社の場合の 投資顧問部門専任者   名、平均経験年数   年   ヵ月 

投資顧問・投信部門兼任者  名、平均経験年数  年  ヵ月 

 内 調査スタッフ数     名、平均経験年数   年   ヵ月 

③日本証券アナリスト協会検定会員数    1名 

 CFA協会認定証券アナリスト数    1名 
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＜組織図＞ 

 

 

 

６．投資運用契約に係る資産の金融商品取引行為の状況（直近１年度分） 

１．対象期間 平成29年４月１日～平成30年３月31日 

 

２．金融商品取引行為に係る取引の割合 該当ありません。 

 相手方の商号 取引額の割合 備 考 

会員自らが顧客の相手方となった取引 . ％  

下記①に該当する 

法人との取引 

 . ％  

 . ％  

 . ％  

下記②に該当する 

法人との取引 

 . ％  

 . ％  

 . ％  

 . ％  

 . ％  

下記③に該当する 

法人との取引 

 . ％  

 . ％  

 . ％  

①顧客のために行う金融商品取引行為の相手方となった法人で、金融商品取引法施行令第15条の16に規定する親法人

等・子法人等 

②顧客のために行う金融商品取引行為の相手方となった法人で、その取引額が年間の顧客のために行った金融商品取

引行為に係る取引総額の10％以上である法人 

③顧客のために行う金融商品取引行為の相手方となった法人で、金融商品取引業等に関する内閣府令第126条第３号

に規定する関係外国法人等に該当する法人 
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10．運用受託報酬・投資助言報酬 

 

（１） 報酬の料率 

 取得有価証券の時価評価額3,000万円以下の部分の報酬料率 年率1.00％（税別、税込1.08%）

 取得有価証券の時価評価額3,000万円を超える部分の報酬料率 年率0.50％（税別、税込

0.54%） 

（２）報酬の計算方法 

日々の取得有価証券の時価評価額に上記（１）の料率を乗じた額を３６５で除して、日次報酬額

を算出します。   

※上記の「時価評価額」の算出に当たって使用する為替レートは、原則として、トムソン・ロイ

ターが発表する当該日協定世界時（UTC）16：00のスポットレートの仲値を使用します。 

＊当初拠出、追加拠出、一部換金、契約の終了に伴う全部換金、リバランス又はリアロケーショ

ンがあった場合における日次の報酬の算出に当たっては、ニューヨークにおいて対象有価証券の

売買が成立した時（日本時間）の属する日の翌営業日（日本時間）を基準として、対象有価証券

が運用資産に組み入れられて取得有価証券となり、又は取得有価証券が運用資産から除外された

ものとして取り扱います。 

（３）報酬の徴収方法 

乙は、毎月１日から月末日までの日次報酬額を合計した金額（ただし、１円未満の端数は切り捨

てます。）を月次報酬額として、翌月第3営業日に運用資産に帰属する金銭から徴収します。ただ

し、本契約終了の場合は、乙は、当月１日から終了日までの日次報酬額を合計した金額（ただ

し、１円未満の端数は切り捨てます。）及び未徴収の月次報酬額を、金銭にて返還すべき運用資

産から一括して徴収します。 

 

 

11．その他、特記事項 

 

当社のロボ・アドバイザー（海外ETFを投資対象とした投資一任運用）は開発中であり、2018年

度下半期のリリースを予定しております。 
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マネックス・セゾン・バンガード投資顧問㈱ 

会社名 マネックス・セゾン・バンガード投資顧問株式会社 
 
所在地 〒 106-0032 東京都港区六本木一丁目７番２７号 

 電話  03-6441-3385 ファックス 03-6441-3386 

   ＨＰアドレス https://www.msvip.co.jp/ 

代表者 代表取締役社長  中村 友茂 

金融商品取引業登録番号 関東財務局長(金商)第2882号 登録年月日 平成27年12月14日 

協会会員番号 012-02734   

業務開始年月 平成28年1月 資本金 5億円（平成30年6月末現在） 

作 成 部 署 企画・総務部 電 話 03-6441-3794 

 

１．業の種別 

投資運用業 １．法第２条第８項第12号イに係る業務 ②．法第２条第８項第12号ロに係る業務

③．法第２条第８項第14号に係る業務 ４．法第２条第８項第15号に係る業務 

投資助言・代理業 ①．法第２条第８項第11号に係る業務 ２．法第２条第８項第13号に係る業務 

第一種・第二種業 １．法第28条第１項に係る業務 ２．法第28条第２項に係る業務 

 

２．主な営業所、子法人等、提携企業 

区分 名称 所在地 

営業所 本店 東京都港区六本木一丁目７番２７号 

   

   

 

３．主な株主 

株主名 
議決権 
保有比率

株主名 
議決権
保有比率

マネックスグループ株式会社 51.01％  

株式会社クレディセゾン 44.00％  

Raisonnable, Inc. 4.99％  

以下余白  

  

 

４．財務状況（直近３年度分）  （単位：百万円）

決算期 投資顧問部門収益 全体収益 経常損益 当期純損益 純資産額 

平成30年3月期 14 31 ▲314 ▲307 337

平成29年3月期 1 3 ▲275 ▲275 652

平成28年3月期 － － ▲80 ▲80 428

 

５．組織（証券業または信託業務を営む場合、①～③については投資顧問部門に従事している実質

人数を記載） 

①役職員総数  19 名 

②運用業務従事者数 2.5 名 

 内 ファンド・マネージャー数   2 名、平均経験年数 23 年 8 ヵ月 

 内 投信併営会社の場合の 投資顧問部門専任者 1 名、平均経験年数 28 年 2 ヵ月 

投資顧問・投信部門兼任者 1 名、平均経験年数 19 年 2 ヵ月 

 内 調査スタッフ数 0.5 名、平均経験年数 10 年 9 ヵ月 

③日本証券アナリスト協会検定会員数  1 名 

 CFA協会認定証券アナリスト数   1 名 
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マネックス・セゾン・バンガード投資顧問㈱ 

＜組織図＞ 平成30年６月末日現在 

株
主
総
会

監
査
役

会
長

社
長

取
締
役
会

情報管理責任者

経営企画チーム

人事チーム

総務・経理チーム

リスク管理チーム

法務･コンプライ

アンス部

内部監査部

システム部

事務管理部

セールス＆マー

ケティング部

運用部

企画･総務部

コンプライアンス

管理責任者

取引管理責任者

トレーディングチーム

投資顧問業務管理チーム

投資信託業務管理チーム

投資顧問運用チーム

投資信託運用チーム

各種委員会

経営会議

ﾁｰﾌ・ｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾄ・

ｵﾌｨｻｰ（CIO）

プロダクト部

 

 

６．投資運用契約に係る資産の金融商品取引行為の状況（直近１年度分） 

１．対象期間 平成29年4月1日～平成30年3月31日 

 

２．金融商品取引行為に係る取引の割合 

 相手方の商号 取引額の割合 備 考 

会員自らが顧客の相手方となった取引 0.0 ％  

下記①に該当する 

法人との取引 

マネックス証券 100.0 ％  

 0.0 ％  

 0.0 ％  

下記②に該当する 

法人との取引 

マネックス証券 100.0 ％  

 0.0 ％  

 0.0 ％  

 0.0 ％  

 0.0 ％  

下記③に該当する 

法人との取引 

 0.0 ％  

 0.0 ％  

 0.0 ％  

①顧客のために行う金融商品取引行為の相手方となった法人で、金融商品取引法施行令第15条の16に規定する親法人

等・子法人等 

②顧客のために行う金融商品取引行為の相手方となった法人で、その取引額が年間の顧客のために行った金融商品取

引行為に係る取引総額の10％以上である法人 

③顧客のために行う金融商品取引行為の相手方となった法人で、金融商品取引業等に関する内閣府令第126条第３号

に規定する関係外国法人等に該当する法人 
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７．契約資産 

（ラップ業務） 

       

総合計 2,650 3,037 0 0

注：投資助言契約欄は、顧客資産の額を前提とした契約のみ記入する。なお、全投資助言契約件数は、０件。 

 

② 投資対象別運用状況（平成30年3月末現在） 

ファンドラップ （金額単位：百万円）

 
国内 

株式特化 

国内 

債券特化

国内 

その他 

海外 

株式特化

海外 

債券特化

海外 

その他 

グローバル 

株式特化 

グローバル 

債券特化 

グローバル

その他 

件数 － － － － － － － － 2,650

金額 － － － － － － － － 3,037

ファンドラップ以外 （金額単位：百万円）

 
国内 

株式特化 

国内 

債券特化

国内 

その他 

海外 

株式特化

海外 

債券特化

海外 

その他 

グローバル 

株式特化 

グローバル 

債券特化 

グローバル

その他 

件数 － － － － － － － － －

金額 － － － － － － － － －

 

③ 契約規模別分布状況（平成30年3月末現在） （金額単位：百万円）

  1,000万円未満 
1,000～2,000万

円未満 

2,000～5,000万

円未満 

5,000万円～1億

円未満 

1～10億円 

未満 
10億円以上 

件数 2,597 46 7 － － －

 構成比(％) 98.0 1.7 0.3 0.0 0.0 0.0

金額 2,306 533 197 － － －

 構成比(％) 75.9 17.6 6.5 0.0 0.0 0.0

 

 

① 契約資産状況（平成30年3月末現在） （金額単位：百万円）

   投資運用 投資助言 

   件数 金額 件数 金額 

国

内 

法人 － － － －

個人 2,650 3,037 － －

国内 計 2,650 3,037 0 0

       

海

外 

法人 － － － －

個人 － － － －

海外 計 － － － －
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（投資一任業） 

① 契約資産状況（平成30年3月末現在） （金額単位：百万円）

   投資運用 投資助言 

   件数 金額 件数 金額 

国

内 

法

人 

公的年金 － － － －

私的年金 － － － －

その他 1 742 － －

計 1 742 0 0

個人 － － － －

国内 計 1 742 0 0

       

海

外 

法

人 

年金 － － － －

その他 － － － －

計 0 0 0 0

個人 － － － －

海外 計 0 0 0 0

       

総合計 1 742 0 0

注：投資助言契約欄は、顧客資産の額を前提とした契約のみ記入する。なお、全投資助言契約件数は、０件。 

 

② 海外年金内訳（運用＋助言） 

米国 －件

 －百万円

欧州 －件

 －百万円

アジア －件

 －百万円

その他 －件

 －百万円

 

③ 投資対象別運用状況（平成30年3月末現在） （金額単位：百万円）

 
国内 

株式特化 

国内 

債券特化

国内 

その他 

海外 

株式特化

海外 

債券特化

海外 

その他 

グローバル 

株式特化 

グローバル 

債券特化 

グローバル

その他 

件数 － － － － － － － － 1

金額 － － － － － － － － 742

 

④ 契約規模別分布状況（平成30年3月末現在） （金額単位：百万円）

  10億円未満 
10～50億円 

未満 

50～100億円

未満 

100～500億円

未満 

500～1,000億円

未満 
1,000億円以上

件数 1 － － － － －

 構成比(％) 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

金額 742 － － － － －

 構成比(％) 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
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マネックス・セゾン・バンガード投資顧問㈱ 

８．運用の特色（投資哲学、運用スタイル等） 

当社は、投資運用においては以下の4つの要素を適切に遵守することが重要であると考えます。

 

1. 明確で適切な投資目標の設定 

適切な運用計画や運用ガイドラインは、投資家のみなさまそれぞれの運用目的や制約条件などに

応じて個別に策定されるべきと考えます。長期的な運用を念頭においた場合、これら運用計画や運

用ガイドラインは、マーケット環境の変化や不測の事態に柔軟に対応できるように設計しておく必

要があり、また、定期的にその運用計画や運用ガイドラインの内容を見直す必要があります。 

マネックス・セゾン・バンガード投資顧問は、機関投資家のみなさまに対しても、個人投資家の

みなさまに対しても、それぞれの運用目的や制約条件などに応じた個別の運用計画や運用ガイドラ

インの策定を行い、一人ひとりの投資家に最適な運用サービスを提供することを方針としていま

す。また、運用サービスの提供開始後も、運用状況や投資家の状況の変化に応じ、柔軟にそれら運

用計画や運用ガイドラインの見直しをご提案いたします。 

 

2. 最適な資産分散ポートフォリオの構築 

資産運用においては、適切な運用計画や運用ガイドラインの策定に加え、それら計画やガイドラ

インの目的に応じた最適な資産配分の運用ポートフォリオを構築することが必要です。また、運用

リスクを低減させ、運用の効率性を高めるために、可能な限り様々な資産に分散した運用ポート

フォリオを構築することが重要であると考えています。 

マネックス・セゾン・バンガード投資顧問は、個別の運用計画や運用ガイドラインから導かれる

最適なリスク水準において、最も運用効率が高い運用ポートフォリオをご提供するよう、以下のよ

うな方針で資産配分を決定しています。 

 

 分散効果と投資効率を高める手段として、国際分散投資の実行 

 長期リターンの源泉として、株式投資の実行 

 ポートフォリオ全体のリスクコントロールの手段として、債券投資の実行 

 更なる長期リターンの源泉とリスクコントロールの手段として、商品やREITといった多様な

資産への投資の実行 

 

3. 徹底したコスト管理 

当社は、投資の本質は、長期的視点に立てば 、全ての投資家の合計リターンが市場全体のリ

ターンと等しくなる“ゼロサム・ゲーム”であり、各種コストを考慮すれば“マイナスサム・ゲー

ム”であると考えています。従って、資産運用においては、いかに低コストで最適な運用ポート

フォリオを構築できるかが重要です。 

マネックス・セゾン・バンガード投資顧問は、出資会社のひとつであるバンガード・グループの

知見も活用し、世界中の低コストのETFや投資信託を用いて運用ポートフォリオを構築するなど、

徹底したコスト管理を行い、投資家が享受する運用リターンを最大化するよう全力を尽くしてまい

ります。 

 

4. 長期的な一貫性の保持 

資産運用においては、長期的な視点を持ち続け、一時的なマーケットの混乱や運用リターンの低

迷に惑わされず、一貫した運用戦略を実行することが重要であると考えます。例えば、運用ポート

フォリオの資産配分の決定は、運用目標を達成するための重要な礎のひとつですが、その効果を最

大限に引き出すためには、長期にわたる運用期間における様々なマーケット環境の変動に際して

も、資産配分が正しく維持・管理されなくてはなりません。 

マネックス・セゾン・バンガード投資顧問は、運用ポートフォリオの資産配分の最大限の効果を

引き出すため、時間の経過や市場の変動によって資産配分比率が変わった場合、長期的な運用戦略

に基づく資産配分に戻すよう、リバランスを実施することを方針としています。 
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９．投資に関する意思決定プロセス 

顧客アカウント及びポートフォリオの運用については、運用部が担当し、運用部は投資運用方

針と投資運用ガイドラインに沿った資産配分決定、数量的資産配分モデルの運用および改善、投

資運用に関する日々のオペレーションに責任を負っています。 

一方、チーフ・インベストメント・オフィサーを委員長とし、弊社及び株主会社がそれぞれ指

名する者をメンバーとして運営される投資運用委員会が、投資運用方針やガイドラインの策定、

実際の運用状況のレビュー、投資運用手法の検討などの役割を担っており、運用部の投資運用を

モニターするという組織構成になっています。 

また、企画・総務部リスク管理チームが、独立した立場で運用リスクをモニターしており、そ

のモニタリング結果は定期的にリスク管理委員会に報告されます。 

 

 

10．運用受託報酬・投資助言報酬 

 

運用受託報酬に関しましては、提供サービスや受託金額等によって異なりますので、お客様と

協議の上、決定させて頂きます。 
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会社名 みずほ証券株式会社 
 
所在地 〒 100-0004 東京都千代田区大手町一丁目５番１号 

 電話 03-5546-4920 ファックス 03-5295-6146 

   ＨＰアドレス https://www.mizuho-sc.com/ 

代表者 代表取締役社長 飯田  浩一 

金融商品取引業登録番号 関東財務局長(金商)第94号 登録年月日 平成19年9月30日 

協会会員番号 第011-01225号   

業務開始年月 平成16年12月13日 資本金 1,251億円 

作 成 部 署 投資顧問部 電 話 03-5546-4920 

 

１．業の種別 

投資運用業 １．法第２条第８項第12号イに係る業務 ②．法第２条第８項第12号ロに係る業務

３．法第２条第８項第14号に係る業務 ４．法第２条第８項第15号に係る業務 

投資助言・代理業 ①．法第２条第８項第11号に係る業務 ２．法第２条第８項第13号に係る業務 

第一種・第二種業 ①．法第28条第１項に係る業務 ②．法第28条第２項に係る業務 

 

２．主な営業所、子法人等、提携企業 

区分 名称 所在地 

営業所 投資顧問部 東京都千代田区神田駿河台４－６ 御茶ノ水ソラシティ 

   

   

 

３．主な株主 

株主名 
議決権 
保有比率

株主名 
議決権
保有比率

株式会社みずほフィナンシャルグループ 95.80％  

農林中央金庫 4.19％  

  

  

  

 

４．財務状況（直近３年度分）  （単位：百万円）

決算期 投資顧問部門収益 全体収益 経常損益 当期純損益 純資産額 

30年3月期 2,634 326,755 38,580 32,161 860,486

29年3月期 2,783 341,126 70,189 200,718 852,881

28年3月期 2,811 319,855 67,105 54,598 659,056

 

５．組織（証券業または信託業務を営む場合、①～③については投資顧問部門に従事している実質

人数を記載） 

①役職員総数 34.5 名 

②運用業務従事者数  9.8 名 

 内 ファンド・マネージャー数  8  名、平均経験年数 6 年 5 ヵ月 

 内 投信併営会社の場合の 投資顧問部門専任者   名、平均経験年数   年   ヵ月 

投資顧問・投信部門兼任者  名、平均経験年数  年  ヵ月 

 内 調査スタッフ数     名、平均経験年数   年   ヵ月 

③日本証券アナリスト協会検定会員数  8  名 

 CFA協会認定証券アナリスト数 1 名 
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＜組織図＞ 

 

 

６．投資運用契約に係る資産の金融商品取引行為の状況（直近１年度分） 

１．対象期間 平成29年4月1日～平成30年3月31日 

 

２．金融商品取引行為に係る取引の割合 

 相手方の商号 取引額の割合 備 考 

会員自らが顧客の相手方となった取引 100.0％  

下記①に該当する 

法人との取引 

 . ％  

 . ％  

 . ％  

下記②に該当する 

法人との取引 

 . ％  

 . ％  

 . ％  

 . ％  

 . ％  

下記③に該当する 

法人との取引 

 . ％  

 . ％  

 . ％  

①顧客のために行う金融商品取引行為の相手方となった法人で、金融商品取引法施行令第15条の16に規定する親法人

等・子法人等 

②顧客のために行う金融商品取引行為の相手方となった法人で、その取引額が年間の顧客のために行った金融商品取

引行為に係る取引総額の10％以上である法人 

③顧客のために行う金融商品取引行為の相手方となった法人で、金融商品取引業等に関する内閣府令第126条第３号

に規定する関係外国法人等に該当する法人 
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７．契約資産 

（ラップ業務） 

       

総合計 15,403 246,567 － －

注：投資助言契約欄は、顧客資産の額を前提とした契約のみ記入する。なお、全投資助言契約件数は、0件。 

 

②投資対象別運用状況（平成30年3月末現在） 

ファンドラップ （金額単位：百万円）

 
国内 

株式特化 

国内 

債券特化

国内 

その他 

海外 

株式特化

海外 

債券特化

海外 

その他 

グローバル 

株式特化 

グローバル 

債券特化 

グローバル

その他 

件数 － － － － － － － 11 15,392

金額 － － － － － － － 111 246,456

ファンドラップ以外 （金額単位：百万円）

 
国内 

株式特化 

国内 

債券特化

国内 

その他 

海外 

株式特化

海外 

債券特化

海外 

その他 

グローバル 

株式特化 

グローバル 

債券特化 

グローバル

その他 

件数 － － － － － － － － －

金額 － － － － － － － － －

 

③契約規模別分布状況（平成30年3月末現在） （金額単位：百万円）

  1,000万円未満 
1,000～2,000万

円未満 

2,000～5,000万

円未満 

5,000万円～1億

円未満 

1～10億円 

未満 
10億円以上

件数 9,283 3,623 1,974 364 154 5

 構成比(％) 60.3% 23.5% 12.8% 2.4% 1.0% 0.0%

金額 59,041 48,292 59,813 24,495 34,809 20,119

 構成比(％) 23.9% 19.6% 24.3% 9.9% 14.1% 8.2%

 

 

①契約資産状況（平成30年3月末現在） （金額単位：百万円）

   投資運用 投資助言 

   件数 金額 件数 金額 

国

内 

法人 202 14,328 － －

個人 15,201 232,239 － －

国内 計 15,403 246,567 － －

       

海

外 

法人 － － － －

個人 － － － －

海外 計 － － － －
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（投資一任業） 

①契約資産状況（平成30年3月末現在） （金額単位：百万円）

   投資運用 投資助言 

   件数 金額 件数 金額 

国

内 

法

人 

公的年金 － － － －

私的年金 － － － －

その他 － 1 5,768

計 － － 1 5,768

個人 － － － －

国内 計 － － 1 5,768

       

海

外 

法

人 

年金 － － － －

その他 － － － －

計 － － － －

個人 － － －

海外 計 － － － －

       

総合計 － － 1 5,768

注：投資助言契約欄は、顧客資産の額を前提とした契約のみ記入する。なお、全投資助言契約件数は、1件。 

 

②海外年金内訳（運用＋助言） 

米国 －件

 －百万円

欧州 － 件

 －百万円

アジア －件

 －百万円

その他 － 件

 －百万円

 

③投資対象別運用状況（平成30年3月末現在） （金額単位：百万円）

 
国内 

株式特化 

国内 

債券特化

国内 

その他 

海外 

株式特化

海外 

債券特化

海外 

その他 

グローバル 

株式特化 

グローバル 

債券特化 

グローバル

その他 

件数 － － － － － － － － －

金額 － － － － － － － － －

 

④契約規模別分布状況（平成30年3月末現在） （金額単位：百万円）

  10億円未満 
10～50億円 

未満 

50～100億円

未満 

100～500億円

未満 

500～1,000億円

未満 
1,000億円以上

件数 － － － － － －

 構成比(％) － － － － － －

金額 － － － － － －

 構成比(％) － － － － － －
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８．運用の特色（投資哲学、運用スタイル等） 

当社は、ファンドラップ専用の投資信託を組み合わせて運用する「Mizuho Fund Wrap」、「みずほファンドラッ

プ ファーストステップ」および「みずほファンドラップ マイ・ゴール」を提供しています。 

 

【運用スタイル】 

「Mizuho Fund Wrap」 
・ アクティブ運用で世界屈指の規模と歴史を誇るCapital Groupが運用する複数のアクティブ型投資信託による国際分

散投資を行います。 

・ お客さまの投資意向等に応じた5つの運用コースを用意しています。 

・ 運用期間中の継続的なレビューとご提案を通じ、お客さま一人ひとりの将来の資産形成（Goal）の実現を目指します。 

 

「みずほファンドラップ ファーストステップ」 
・ 特性の異なる複数のインデックス型投資信託を主とした国際分散投資を行います。 

・ お客さまの投資意向等に応じた5つの運用コースを用意しています。 

・ 長期の市場見通しと定量・定性分析に基づいた資産配分をもとに、中・短期の市場見通しを加え、各運用コースの資

産配分を決定・変更します。 

・ 資産配分の決定・変更においては、みずほ信託銀行株式会社から投資助言を受けます。 

 

「みずほファンドラップ マイ・ゴール」 
・ 特性の異なる複数の投資信託による国際分散投資を基本とし、ポートフォリオのリスクを一定に保つことを目指した運

用を行います。 

・ お客さまの投資意向等に応じた5つの運用コースと6つの運用タイプ（計30パターン）を用意しています。 

 

 

９．投資に関する意思決定プロセス 

 

＜運用検討会＞
原則週次 ＜運用ガイドライン審議会＞

適宜

＜各種モニタリング＞
日次・週次・月次等

・経済指標・パフォーマンス等の分析
・各種モニタリング結果の状況把握等

・運用方針の審議および決定

投資の実行

・モデルポートフォリオ、口座状況、助言・委託会社、
マーケット状況等のモニタリング

・運用ガイドラインの制定、改定等

＜運用会議＞
原則週次
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10．運用受託報酬・投資助言報酬 

●Mizuho Fund Wrapの手数料等について 
・ 基本報酬として「運用財産評価額に対し最大1.08％（税込み・年率）を乗じた額」をお支払いいただきます。 

 

●みずほファンドラップ ファーストステップの手数料等について 
・ 基本報酬として「運用財産評価額に対し最大1.62％（税込み・年率）を乗じた額」をお支払いいただきます。 

 

●みずほファンドラップ マイ・ゴールの手数料等について 
【固定報酬型の場合】 

・ 基本報酬として「運用財産評価額に対し最大1.62％（税込み・年率）を乗じた額」をお支払いいただきます。 

  【成功報酬型の場合】 

・ 基本報酬として「運用財産評価額に対し最大1.296％（税込み・年率）を乗じた額」と、成功報酬として「実質運用益

に10.8％（税込み）を乗じた額」の合計金額をお支払いいただきます。 

 

（注1）上記の手数料等とは別に、投資する投資信託に係る運用管理費用（信託報酬）等をご負担いただきます。 

（注2）手数料等に関する税率は8％で表示されております。消費税率が改定された場合、改定後の税率が適用されます。 
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会社名 水戸証券株式会社 
 
所在地 〒 103-0027 東京都中央区日本橋２－３－１０ 

 電話 03-6739-5430 ファックス 03-6739-5439 

   ＨＰアドレス https://www.mito.co.jp/ 

代表者 代表取締役社長 小林 克徳 

金融商品取引業登録番号 関東財務局長(金商)第181号 登録年月日 平成19年9月30日 

協会会員番号 第012-02096号   

業務開始年月  平成21年1月30日 資本金 122億円 

作 成 部 署 投資顧問部 電話 03-6739-5430 

 

１．業の種別 

投資運用業 １．法第２条第８項第12号イに係る業務 ②．法第２条第８項第12号ロに係る業務

３．法第２条第８項第14号に係る業務 ４．法第２条第８項第15号に係る業務 

投資助言・代理業 ①．法第２条第８項第11号に係る業務 ２．法第２条第８項第13号に係る業務 

第一種・第二種業 ①．法第28条第１項に係る業務 ２．法第28条第２項に係る業務 

 

２．主な営業所、子法人等、提携企業 

区分 名称 所在地 

該当なし   

   

   

 

３．主な株主 

株主名 
議決権
保有比率

株主名 
議決権
保有比率

野村総合研究所 7.9 日本トラスティ･サービス信託銀行株式会社（信託口）  2.6

株式会社常陽銀行 5.0 日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 2.6

小林協栄株式会社 4.7 第一生命保険株式会社 1.7

東洋証券株式会社 4.1 日本トラスティ･サービス信託銀行株式会社（信託口5） 1.7

株式会社みずほ銀行 2.9 株式会社武蔵野銀行 1.7

 

４．財務状況（直近３年度分）  （単位：百万円）

決算期 投資顧問部門収益 全体収益 経常損益 当期純損益 純資産額 

30年３月期 1,231 16,152 3,347 2,584 40,394

29年３月期 937 13,389 1,437 962 38,026

28年３月期 842 13,223 1,444 1,983 37,759

 

５．組織（証券業または信託業務を営む場合、①～③については投資顧問部門に従事している実質

人数を記載） 

①役職員総数   8  名 

②運用業務従事者数   5  名 

 内 ファンド・マネージャー数  5   名、平均経験年数 7 年 0 ヵ月 

 内 投信併営会社の場合の 投資顧問部門専任者   名、平均経験年数   年   ヵ月 

投資顧問・投信部門兼任者  名、平均経験年数  年  ヵ月 

 内 調査スタッフ数  0  名、平均経験年数   年   ヵ月 

③日本証券アナリスト協会検定会員数  5  名 

 CFA協会認定証券アナリスト数  0  名 
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＜組織図＞ 

監査部

コンプライアンス委員会

内部統制委員会

集中事務部 コンプライアンス部投資顧問部

企画管理課運用課

株主総会

取締役会

監査役 監査役会

社長 経営会議

 

 

６．投資運用契約に係る資産の金融商品取引行為の状況（直近１年度分） 

１．対象期間 平成29年4月1日～平成30年3月31日 

 

２．金融商品取引行為に係る取引の割合 

 相手方の商号 取引額の割合 備 考 

会員自らが顧客の相手方となった取引 100.0 ％  

下記①に該当する 

法人との取引 

 . ％  

 . ％  

 . ％  

下記②に該当する 

法人との取引 

 . ％  

 . ％  

 . ％  

 . ％  

 . ％  

下記③に該当する 

法人との取引 

 . ％  

 . ％  

 . ％  

①顧客のために行う金融商品取引行為の相手方となった法人で、金融商品取引法施行令第15条の16に規定する親法人

等・子法人等 

②顧客のために行う金融商品取引行為の相手方となった法人で、その取引額が年間の顧客のために行った金融商品取

引行為に係る取引総額の10％以上である法人 

③顧客のために行う金融商品取引行為の相手方となった法人で、金融商品取引業等に関する内閣府令第126条第３号

に規定する関係外国法人等に該当する法人 

－　　－1398



 

 

 

 

水戸証券㈱ 

 ７．契約資産 

（ラップ業務） 

       

総合計 5,638 71,622 0 0

注：投資助言契約欄は、顧客資産の額を前提とした契約のみ記入する。なお、全投資助言契約件数は、0件。 

 

②投資対象別運用状況（平成30年3月末現在） 

ファンドラップ （金額単位：百万円）

 
国内 

株式特化 

国内 

債券特化

国内 

その他 

海外 

株式特化

海外 

債券特化

海外 

その他 

グローバル 

株式特化 

グローバル 

債券特化 

グローバル

その他 

件数 － － － － － － － － 5,638

金額 － － － － － － －  － 71,622

ファンドラップ以外 （金額単位：百万円）

 
国内 

株式特化 

国内 

債券特化

国内 

その他 

海外 

株式特化

海外 

債券特化

海外 

その他 

グローバル 

株式特化 

グローバル 

債券特化 

グローバル

その他 

件数 － － － － － － － － － 

金額 － － － － － － －  － － 

 

③契約規模別分布状況（平成30年3月末現在） （金額単位：百万円）

  1,000万円未満 
1,000～2,000万

円未満 

2,000～5,000万

円未満 

5,000万円～1億

円未満 

1～10億円 

未満 
10億円以上

件数 3,322 1,434 770 100 12 － 

 構成比(％) 58.9 25.4 13.7 1.8 0.2 0

金額 21,248 19,924 22,220 6,311 1,919 － 

 構成比(％) 29.7 27.8 31.0 8.8 2.7 0

 

 

①契約資産状況（平成30年3月末現在） （金額単位：百万円）

   投資運用 投資助言 

   件数 金額 件数 金額 

国

内 

法人 30 716 － － 

個人 5,608 70,906 － － 

国内 計 5,638 71,622 0 0

       

海

外 

法人 － － － － 

個人 － － － － 

海外 計 0 0 0 0
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（投資一任業） 

①契約資産状況（平成30年3月末現在） （金額単位：百万円）

   投資運用 投資助言 

   件数 金額 件数 金額 

国

内 

法

人 

公的年金 - - - -

私的年金 - - - -

その他 - - 2 3,567

計 0 0 2 3,567

個人 - - - -

国内 計 0 0 2 3,567

       

海

外 

法

人 

年金 - - - -

その他 - - - -

計 0 0 0 0

個人 - - - -

海外 計 0 0 0 0

       

総合計 0 0 2 3,567

注：投資助言契約欄は、顧客資産の額を前提とした契約のみ記入する。なお、全投資助言契約件数は、 2  件。 

 

②海外年金内訳（運用＋助言） 

米国 - 件

 - 百万円

欧州 - 件

 - 百万円

アジア - 件

 - 百万円

その他 - 件

 - 百万円

 

③投資対象別運用状況（平成30年3月末現在） （金額単位：百万円）

 
国内 

株式特化 

国内 

債券特化

国内 

その他 

海外 

株式特化

海外 

債券特化

海外 

その他 

グローバル 

株式特化 

グローバル 

債券特化 

グローバル

その他 

件数 - - - - - - - - -

金額 - - - - - - - - -

 

④契約規模別分布状況（平成30年3月末現在） （金額単位：百万円）

  10億円未満 
10～50億円 

未満 

50～100億円

未満 

100～500億円

未満 

500～1,000億円

未満 
1,000億円以上

件数 - - - - - -

 構成比(％) 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

金額 - - - - - -

 構成比(％) 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
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運
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検
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ド
バ
ッ
ク 

ＰＬＡＮ 
 

 

 

投資政策会議

（原則月1回開催） 

ＤＯ 

運 用 

ＳＥＥ 

運用考査会議 

（原則月1回開催）

戦略的アセットアロケーション 

の外部助言 

 

運用コース毎のリスク

許容度 

長期の国際分散投資 

その他の制約事項 

＋ 

＋ 

８．運用の特色（投資哲学、運用スタイル等） 

・投資哲学 

国内外の資産クラスを組み合わせた国際分散投資を基本とし、長期的視点に立った戦略的ア

セットアロケーション（ＳＡＡ）をベースとして、運用コースごとにお客さまの基本ポートフォ

リオを構築します。また、短・中期的な相場変動への対応として、戦術的アセットアロケーショ

ン（ＴＡＡ）による基本ポートフォリオの資産配分比率の見直し・変更を行います。 

・運用スタイル 

ＳＡＡの資産配分は、リスク許容度に応じ、統計的手法を用い、ポートフォリオのリスクの最

小化、リターン最大化等を目的に決定します。原則として、年1回見直しを行います。 

ＴＡＡは、短・中期的な変動を対象とし、各資産間の相対的魅力度や期待収益率の予測変化に

対応して資産配分比率を変更していく運用手法です。当社のＴＡＡは、マクロ経済や各資産の分

析・評価に基づいて資産配分を総合的に判断します。 

 

９．投資に関する意思決定プロセス 

 

・投資政策会議：投資環境の分析、運用戦略の策定、資産配分の見直し・調整等の協議を行い、

投資顧問部長が投資方針を決定します。 

・運用考査会議：運用コース・対象資産別の運用状況、基本的な運用方針との整合性および業務

プロセスの検証等を行います。 
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10．運用受託報酬・投資助言報酬 

当社の提供するファンドラップ・サービスに係る報酬の体系は、「Ａタイプ（固定報酬の

み）」と「Ｂタイプ（固定報酬＋成功報酬併用）」の2つのタイプがあり、契約の際お客さまに

ご選択いただきます。なお、契約期間中のタイプ変更はできないこととします。 

報酬の内訳は以下のとおりとなります。 

(1)  固定報酬：契約金額および契約資産の時価評価額に応じて算出される報酬 

・口座管理手数料：発注・約定等の管理業務に対する報酬 

・投 資 顧 問 料：投資一任契約に基づくサービスに対する報酬 

（それぞれ別途消費税がかかります。） 

(2)  成功報酬：契約資産の運用成果に応じた報酬（別途消費税がかかります。） 

 

１．Ａタイプ（固定報酬のみ） 

残高基準日の契約資産

の時価評価額 

固定報酬率（年率） 

 口座管理手数料 投資顧問料 

5千万円以下の部分の金

額に対し 

2.160%（税込） 0.540%（税込） 1.620% (税込） 

2.000%（税抜） 0.500%（税抜） 1.500% (税抜） 

5千万円超1億円以下の

部分の金額に対し 

2.052%（税込） 0.540%（税込） 1.512% (税込） 

1.900%（税抜） 0.500%（税抜） 1.400% (税抜） 

1億円超の部分の金額に

対し 

1.836%（税込） 0.540%（税込） 1.296% (税込） 

1.700%（税抜） 0.500%（税抜） 1.200% (税抜） 

 

２．Ｂタイプ（固定報酬＋成功報酬併用） 

残高基準日の契約資産

の時価評価額 

固定報酬率（年率） 

 口座管理手数料 投資顧問料 

5千万円以下の部分の金

額に対し 

1.620% (税込） 0.324%（税込） 1.296% (税込） 

1.500% (税抜） 0.300%（税抜） 1.200% (税抜） 

5千万円超1億円以下の

部分の金額に対し 

1.512% (税込） 0.324%（税込） 1.188% (税込） 

1.400% (税抜） 0.300%（税抜） 1.100% (税抜） 

1億円超の部分の金額に

対し 

1.296% (税込） 0.324%（税込） 0.972% (税込） 

1.200% (税抜） 0.300%（税抜） 0.900% (税抜） 

 

成功報酬率 成功報酬評価基準日※１の契約資産の時価評価額が、ハイ･ウォーター･マーク※２

を超過する金額に対し10.8%（税込）（10%（税抜）） 

 

※１ 成功報酬評価基準日 

計算期間終了日(決算期末日)の１０営業日前とします。なお、契約終了の場合は当社 

所定の日とします。 

※２ ハイ・ウォーター・マーク 

実質的な運用成果を算出するための基準値のことです。 

 

11．その他、特記事項 

・「水戸ファンドラップ」は、平成21年1月30日より取扱いを開始している契約金額５００万円

からのラップ口座です。 

・投資対象資産は投資信託で、その組み合わせが異なる５つの運用コースがあります。お客さま

の知識、経験、財産の状況、投資目的、リスク許容度等を踏まえて、最適のコースで運用を行

います。 
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UBS証券㈱ 

会社名 UBS証券株式会社 
 
所在地 〒 100-0004 東京都千代田区大手町一丁目５番１号 

 電話 03 (5208) 6000 ファックス 03-5293-3289 

   ＨＰアドレス http://www.ubs.com 

代表者 代表取締役社長 中村 善二 

金融商品取引業登録番号 関東財務局長（金商）第2633号 登録年月日 平成24年3月23日 

協会会員番号 012-02667   

業務開始年月 平成26年6月19日 資本金 321億円 

作 成 部 署 コンプライアンス部 電 話 03-5208-6137 

 

１．業の種別 

投資運用業 １．法第２条第８項第12号イに係る業務 ②．法第２条第８項第12号ロに係る業務 

３．法第２条第８項第14号に係る業務 ４．法第２条第８項第15号に係る業務 

投資助言・代理業 １．法第２条第８項第11号に係る業務 ２．法第２条第８項第13号に係る業務 

第一種・第二種業 ①．法第28条第１項に係る業務 ②．法第28条第２項に係る業務 

 

２．主な営業所、子法人等、提携企業 

区分 名称 所在地 

営業所 UBS証券株式会社 

大阪営業所 

〒530-0011 大阪府大阪市北区大深町4番20号 

グランフロント大阪 

営業所 UBS証券株式会社 

名古屋営業所 

〒451-6036 愛知県名古屋市西区牛島町6番１号 

名古屋ルーセントタワー 

 

３．主な株主 

株主名 議決権保有比率 

ユービーエス・エイ・ジー (銀行) 100％ 

 

４．財務状況（直近３年度分）  （単位：百万円）

決算期 投資顧問部門収益 全体収益 経常損益 当期純損益 純資産額 

29年12月期 1,086 25,782 1,280 3,036 67,245

28年12月期 281 23,925 △5,925 △52,159 54,209

27年12月期※ 0 25,327 134 3,701 86,368

※平成26年11月の改正金融商品取引法の施行に伴い、当社は、平成27年9月17日開催の臨時株主総会において、定

款一部変更を決議し、平成27年4月1日以後開始する事業年度の決算日を3月31日から12月31日に変更しております。

よって、当社の平成27年度は平成27年4月1日から12月31日となります。 

 

５．組織（証券業または信託業務を営む場合、①～③については投資顧問部門に従事している実質

人数を記載） 

①役職員総数 4  名 

②運用業務従事者数 4  名 

 内 ファンド・マネージャー数 2  名、平均経験年数 15 年 0 ヵ月 

 内 投信併営会社の場合の 投資顧問部門専任者 -  名、平均経験年数 -  年 -  ヵ月 

投資顧問・投信部門兼任者  - 名、平均経験年数 -  年 -  ヵ月 

 内 調査スタッフ数 0.5   名、平均経験年数 10  年 0   ヵ月 

③日本証券アナリスト協会検定会員数 1   名 

 CFA協会認定証券アナリスト数 1   名 
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＜組織図＞ 

 

* 投資運用部門は、ウェルス・マネジメント本部のインベストメントプラットフォーム＆ソリューション部に

所属しております。 

 

６．投資運用契約に係る資産の金融商品取引行為の状況（直近１年度分） 

１．対象期間 平成29年1月１日～平成29年12月31日 

 

２．金融商品取引行為に係る取引の割合 

 相手方の商号 取引額の割合 備 考 

会員自らが顧客の相手方となった取引 100.00％  

下記①に該当する 

法人との取引 

― ― ％  

― ― ％  

― ― ％  

下記②に該当する 

法人との取引 

― ― ％  

― ― ％  

― ― ％  

― ― ％  

― ― ％  

下記③に該当する 

法人との取引 

― ― ％  

― ― ％  

― ― ％  

①顧客のために行う金融商品取引行為の相手方となった法人で、金融商品取引法施行令第15条の16に規定する親法人

等・子法人等 

②顧客のために行う金融商品取引行為の相手方となった法人で、その取引額が年間の顧客のために行った金融商品取

引行為に係る取引総額の10％以上である法人 

③顧客のために行う金融商品取引行為の相手方となった法人で、金融商品取引業等に関する内閣府令第126条第３号

に規定する関係外国法人等に該当する法人 
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７．契約資産 

       

総合計 877 163,148 - -

注：投資助言契約欄は、顧客資産の額を前提とした契約のみ記入する。なお、全投資助言契約件数は、 - 件。 

 

②投資対象別運用状況（平成30年3月末現在） 

ファンドラップ （金額単位：百万円）

 
国内 

株式特化 

国内 

債券特化

国内 

その他 

海外 

株式特化

海外 

債券特化

海外 

その他 

グローバル 

株式特化 

グローバル 

債券特化 

グローバル

その他 

件数 - - - - - - - - 877 

金額 - - - - - - - - 163,148 

ファンドラップ以外 （金額単位：百万円）

 
国内 

株式特化 

国内 

債券特化

国内 

その他 

海外 

株式特化

海外 

債券特化

海外 

その他 

グローバル 

株式特化 

グローバル 

債券特化 

グローバル

その他 

件数 - - - - - - - - -

金額 - - - - - - - - -

 

③契約規模別分布状況（平成30年3月末現在） （金額単位：百万円）

  1,000万円未満 
1,000～2,000万

円未満 

2,000～5,000万

円未満 

5,000万円～1億

円未満 

1～10億円 

未満 
10億円以上

件数 0 0 59 353 447 18

 構成比(％) 0% 0% 6.7% 40.3% 51.0% 2.1%

金額 0 0 2,889 23,429 103,494 33,335

 構成比(％) 0% 0% 1.8% 14.4% 63.4% 20.4%

 

 

①契約資産状況（平成30年3月末現在） （金額単位：百万円）

   投資運用 投資助言 

   件数 金額 件数 金額 

国

内 

法人 151 37,062 - -

個人 726 126,086 - -

国内 計 877 163,148 - -

       

海

外 

法人 - - - -

個人 - - - -

海外 計 - - - -
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８．運用の特色（投資哲学、運用スタイル等） 

UBS投資一任運用サービスにおける運用の基本方針は、UBSハウスビュー（投資戦略）に基づいて、国内外の伝統

的資産（株式・債券等）への投資に加えて代替投資（ヘッジファンド、コモディティや不動産を原資産とする有

価証券等）への国際分散投資により、お客様の資産を長期的に成長させることを目指して運用を行います。 

 

 UBS のグローバル・ネットワークを活かしたリサーチに基づく UBS ハウスビューを用いたアクティブ運用を行います。 

 銘柄分析においてグローバルの専任担当チームが資産クラス毎にもっともふさわしい銘柄候補を選びます。 

 国際分散投資を行うことにより、お客様の投資方針に合った最適なパフォーマンスの提供を目標とします。 

 規律ある運用を行うことにより、お客様の資産を長期的に成長させることを目指します。 

 

 

９．投資に関する意思決定プロセス 

1) 顧客プロファイリング： 顧客との面談を通して、投資目的、投資期間、リスク許容度等の事前ヒアリングを行い、顧客に

とって最適な投資戦略を提案します。 

2) 市場分析： 世界各地に配置されているリサーチ部門が綿密な市場分析を行い、各地域・市場に関する独自の見解を

提供します。 

3) UBSハウスビュー（投資戦略）： 毎月開催されるグローバル投資委員会において投資戦略の立案・投資テーマの選定

を行います。 

4) 資産配分： UBSハウスビューに沿った投資戦略毎のポートフォリオの資産配分を決定します。 

5) ポートフォリオ構築： 投資戦略に基づくポートフォリオの構築においては資産クラス毎に独自の投資手段及び銘柄選

択を行います。 

6) ポートフォリオ・マネジメント： ポートフォリオのリバランス、パフォーマンス及びリスクモニタリングを定期的に行います。

 

 

10．運用受託報酬・投資助言報酬 

運用報酬料率 

 運用報酬はポートフォリオの時価評価額に応じて算出されます 

 「特別な指定」を選択した場合には規定の運用報酬に0.15%上乗せされます 

 運用報酬には、資産運用、保護預かり、為替及び株式の取引手数料が含まれます（但し、外国株式の売買その他

の取引については、取引毎に現地取引（委託）手数料、外国現地取引所取引手数料及び外国現地取引税などの

現地手数料が発生し、個別の取引の決済金額に含まれます） 
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楽天証券㈱ 

会社名 楽天証券株式会社 
 
所在地 〒 158-0094 東京都世田谷区玉川一丁目14番1号 

 電話 03-6739-1700 ファックス 03-3708-8210 

   ＨＰアドレス https://www.rakuten-sec.co.jp/ 

代表者 代表取締役社長 楠 雄治 

金融商品取引業登録番号 関東財務局長（金商）第195号 登録年月日 平成19年9月30日 

協会会員番号 012-02746   

業務開始年月 平成28年6月24日 資本金 7,495,517,576円 

作 成 部 署 経営企画部 電 話 050-5581-5112 

 

１．業の種別 

投資運用業 １．法第２条第８項第12号イに係る業務 ②．法第２条第８項第12号ロに係る業務

３．法第２条第８項第14号に係る業務 ４．法第２条第８項第15号に係る業務 

投資助言・代理業 ①．法第２条第８項第11号に係る業務 ２．法第２条第８項第13号に係る業務 

第一種・第二種業 ①．法第28条第１項に係る業務 ②．法第28条第２項に係る業務 

 

２．主な営業所、子法人等、提携企業 

区分 名称 所在地 

本店 本店 東京都世田谷区玉川一丁目14番1号 

営業所 福岡ｶｽﾀﾏｰｻｰﾋﾞｽｾﾝﾀｰ 福岡県福岡市博多区博多駅前一丁目2番5号 

 

３．主な株主 

株主名 
議決権 
保有比率

株主名 
議決権
保有比率

楽天株式会社 100.0％   

    

 

４．財務状況（直近３年度分）  （単位：百万円）

決算期 投資顧問部門収益 全体収益 経常損益 当期純損益 純資産額 

30年３月期 200 55,450 20,533 13,565 94,204

29年３月期 38 46,327 16,687 12,260 88,142

28年３月期 - 54,117 24,417 15,342 80,881

 

５．組織（証券業または信託業務を営む場合、①～③については投資顧問部門に従事している実質

人数を記載）（平成30年3月末現在） 

①役職員総数 3 名 

②運用業務従事者数    3 名 

 内 ファンド・マネージャー数   2  名、平均経験年数 15 年 9 ヵ月 

 内 投信併営会社の場合の 投資顧問部門専任者 - 名、平均経験年数 - 年 - ヵ月 

投資顧問・投信部門兼任者 - 名、平均経験年数 - 年 - ヵ月 

 内 調査スタッフ数  -   名、平均経験年数  - 年  - ヵ月 

③日本証券アナリスト協会検定会員数   2  名 

 CFA協会認定証券アナリスト数  -   名 
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＜組織図＞(平成30年3月末現在) 

Equity Markets Department

エクイティマーケッツ部

Lending Business Unit

レンディング事業部

Asset Business Unit

アセットビジネス事業部

IFA Business Unit

ＩＦＡ事業部

MARKETSPEED Development Department

マーケットスピード開発部

Partner Business Division

　パートナービジネス
事業本部

Capital Markets Origination Department

引受部

Legal & Compliance Department

リーガルコンプライアンス部

Risk Management Committee

リスク管理委員会

Asset Planning Department

アセットビジネス企画部

FX Business Unit

ＦＸ事業部

Derivatives Business Unit

デリバティブ事業部

CIF System Department

CIFシステム部

IT Division

IT本部

Operation Division

オペレーション本部

Fixed Income Business Unit

債券事業部

FX Dealing Department

ＦＸディーリング部Management Conference

経 営 会 議

Compliance　Committee

コンプライアンス委員会

Asset Business Division

アセットビジネス事業本部

FX Business Division

FX事業本部

TPM Business Department

TPM事業推進部

IFA Business Operations Office

IFA業務室

Customer Experience Department

カスタマーエクスペリエンス部

Marketing Planning Department

マーケティング企画部

Investment Management Office

投資運用室

Marketing Operations Office

マーケティング業務室

Equities Business Unit

株式事業部

Corporate Planning Department

経営企画部

Customer Service Department

カスタマーサービス部

Corporate Division

コーポレート本部

Human Resources and General Affairs Department

人事総務部

Overseas Business Development Department

海外事業推進部

Underwriting Examination Office

引受審査部

Marketing Department

マーケティング推進部

Equities & Derivatives
Business Division

株式・デリバティブ事業本部

Equities & Derivatives Planning

Department

株式・デリバティブ企画部

Marketing Division

マーケティング本部

Corporate Auditor

監査役

BCP Committee

BCP委員会

Investment Management Committee

運用委員会

IT Management Department

システム企画部

Content Management Department

コンテンツマネジメント部

Products System Department

プロダクトシステム部

IT　Risk Management Department

システムリスクマネジメント部

Rakuten Securities Economic Research

Institute

楽天証券経済研究所

Security Management Department

情報セキュリティ部

Operations Department

証券業務部

Shareholder's Meeting

株主総会
Board of Directors

取締役会
President

代表取締役社長

Customer Service Division

カスタマーサービス本部Internal Audit Department

内部監査部
Board of Corporate Auditors

監査役会

Operations Planning Department

業務企画部

Account Management Department

口座管理部

FinTech Division

フィンテック本部

FinTech Planning Department

フィンテック企画部

FinTech Development Department

フィンテック開発部

Corporate Risk Management
Department

リスク管理部

Internal Control Division

業務管理本部
Quality Management Department

品質管理部

Finance & Accounting Department

財務経理部

 

６．投資運用契約に係る資産の金融商品取引行為の状況（直近１年度分） 

１．対象期間  平成29年4月1日～平成30年3月31日 

 

２．金融商品取引行為に係る取引の割合 

 相手方の商号 取引額の割合 備 考 

会員自らが顧客の相手方となった取引 100％  

下記①に該当する 

法人との取引 

- - ％  

- - ％  

- - ％  

下記②に該当する 

法人との取引 

- - ％  

- - ％  

- - ％  

- - ％  

- - ％  

下記③に該当する 

法人との取引 

- - ％  

- - ％  

- - ％  
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①顧客のために行う金融商品取引行為の相手方となった法人で、金融商品取引法施行令第15条の16に規定する親法人

等・子法人等 

②顧客のために行う金融商品取引行為の相手方となった法人で、その取引額が年間の顧客のために行った金融商品取

引行為に係る取引総額の10％以上である法人 

③顧客のために行う金融商品取引行為の相手方となった法人で、金融商品取引業等に関する内閣府令第126条第３号

に規定する関係外国法人等に該当する法人 
 

７．契約資産 

       

総合計 28,514 31,014 - -

注：投資助言契約欄は、顧客資産の額を前提とした契約のみ記入する。なお、全投資助言契約件数は、 件。 

 

②投資対象別運用状況（平成30年3月末現在） 

ファンドラップ （金額単位：百万円）

 
国内 

株式特化 

国内 

債券特化

国内 

その他 

海外 

株式特化

海外 

債券特化

海外 

その他 

グローバル 

株式特化 

グローバル 

債券特化 

グローバル

その他 

件数 - - - - - - - - 28,514

金額 - - - - - - - - 31,014

ファンドラップ以外 （金額単位：百万円）

 
国内 

株式特化 

国内 

債券特化

国内 

その他 

海外 

株式特化

海外 

債券特化

海外 

その他 

グローバル 

株式特化 

グローバル 

債券特化 

グローバル

その他 

件数 - - - - - - - - -

金額 - - - - - - - - -

 

③契約規模別分布状況（平成30年3月末現在） （金額単位：百万円）

  1,000万円未満 
1,000～2,000万

円未満 

2,000～5,000万

円未満 

5,000万円～1億

円未満 

1～10億円 

未満 
10億円以上

件数 27,920 361 202 22 9 -

 構成比(％) 97.9 1.3 0.7 0.1 0.0 -

金額 17,313 5,007 6,144 1,506 1,044 -

 構成比(％) 55.8 16.1 19.8 4.9 3.4 -

 

①契約資産状況（平成30年3月末現在） （金額単位：百万円）

   投資運用 投資助言 

   件数 金額 件数 金額 

国

内

法人 29 448 - -

個人 28,485 30,566 - -

国内 計 28,514 31,014 - -

       

海

外

法人 - - - -

個人 - -  -

海外 計 - - - -
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８．運用の特色（投資哲学、運用スタイル等） 

【楽天証券ラップサービス「楽ラップ」の運用の特色】 

Ⅰ．運用スタイル 

（楽ラップの運用スタイル） 

１．投資哲学 

世界の証券市場の動向を長期的視点及び短期的視点に基づき分析し、分散投資を通じ、リスク/

リターンの観点から効率的なポートフォリオを顧客投資家に提供する。 

 

２．運用の基本方針 

（１）長期的な経済・資本市場に対する見通しに基づく戦略的アセット・アロケーション（SAA） 

今後 20 年に及ぶ経済・資本市場の見通しに基づき、各資産クラスのリスク・リターン、資産

クラス間の相関係数を推計。これらを利用した最適化計算を、所与の期待リターン水準の下

で実行し、リスクを最小化する資産クラス・ポートフォリオとして戦略的アセット・アロ

ケーションを決定する。 

（２）短期的な経済・資本市場に対する見通しに基づく動的アセット・アロケーション(DAA) 

今後 2～3 年程度の経済・資本市場に対する見通しに基づき、戦略的アセット・アロケーショ

ンに修正を施し、当面想定される環境下での投資効果を高める。又、株式市場の大幅な下落

による損失を回避すべく投資手法も採用し、顧客の投資リスクの抑制も図る。 

（３）調査分析に基づくファンド選択による効果的な投資戦略の実現 

アセット・アロケーションに基づく投資戦略の効果的な実現を目指すべく、調査分析に基づ

き、厳選されたファンドによる最適なポートフォリオを構築する。 

（４）組織的かつ一貫した投資スタイルによる運用 

常に計画～実行～評価のサイクルによって検証し、短期的な市場変動に留意しつつ中長期的

な投資方針を堅持する。 

（５）受託者責任に基づく誠実かつ忠実な運用 

常に委託者の利益を考え、委託者の利益に資することを旨とし、職業的専門家としての節度

ある投資行動をとる。 

 

９．投資に関する意思決定プロセス 

【楽天証券ラップサービス「楽ラップ」の投資に関する意思決定プロセス】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

一部ポートフォリオ 

戦略的資産配分（ＳＡＡ）の決定（年/回） 
＜長期の市場・経済の見通しに基づく投資資金の配分＞

動的資産配分(ＤＡＡ)の決定（四半期/回） 
＜中短期の市場・経済の見通しに基づく投資資金の配分＞ 

ファンド選択と資金配分 

ターゲット・ボラティリティー・トリガー 
＜株式市場の価格変動性の抑制＞

投資戦略会議による承認後実行 
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10．運用受託報酬・投資助言報酬 

【楽天証券ラップサービス「楽ラップ」の投資に関する運用委託報酬】 

固定報酬の額は、初回契約時は契約金額、その後は前月の末日における契約資産の時価評価額

に、それぞれ(1)（固定報酬型に係る報酬料率）又は(2)（成功報酬併用型に係る固定報酬料率）

に掲げる投資顧問料（投資一任フィー）、運用管理手数料（ラップフィー）の料率をそれぞれ乗

じ、さらに楽天証券投資一任契約約款第11条第2項に掲げる計算期間の日数を365日で除して得ら

れた数字をそれぞれ乗じた額（円未満切捨て）の合計金額を当月分の固定報酬とします。（楽天

証券投資一任契約約款第15条第1項で定める契約期間内に閏日を含む場合であっても、計算期間の

日数を365日で除するものとし、以下本項において同様とします。）但し、契約金額の増額がなさ

れた場合には、当該契約金額の増額の効力発生日が属する計算期間に係る固定報酬の額は、当該

契約金額の増額によって生じる増加額に、下記の料率を乗じた額に、当該契約金額の増額の効力

発生日から（当日を含みます。）当該計算期間の末日までの日数を365日で除して得られた数字を

乗じた額を加えた額とします。 

 

(1) 固定報酬型に係る報酬料率（税込・年率） 

契約資産の時価評価額の内訳 
固定報酬率（税込・年率） 

投資顧問料 

（投資一任フィー)

運用管理手数料 

（ラップフィー) 
報酬率合計 

1,000 万円以下の部分 

0.162% 

0.54％ 0.702％ 

1,000 万円超 5,000 万円以下の部分 0.486％ 0.648％ 

5,000 万円超 1億円以下の部分 0.432％ 0.594％ 

1 億円超の部分 0.378％ 0.54％ 

 

(2) 成功報酬併用型に係る固定報酬料率 

成功報酬併用型は、以下の固定報酬率をもって計算された固定報酬額に加え (3)に掲げる計算式

に則って計算された成功報酬額を徴収いたします。 

契約資産の時価評価額の内訳 

固定報酬率（税込・年率） 

投資顧問料 

（投資一任フィー)

運用管理手数料 

（ラップフィー) 
報酬率合計 

1,000 万円以下の部分 

0.054％ 

0.54％ 0.594％ 

1,000 万円超 5,000 万円以下の部分 0.486％ 0.54％ 

5,000 万円超 1億円以下の部分 0.432％ 0.486％ 

1 億円超の部分 0.378％ 0.432％ 

 

(3) 成功報酬の算出方法 

・成功報酬の金額＝実質運用益 × 5.40％（税込・円未満切捨て） 

・実質運用益は、下記のとおり計算した結果が正の値であった場合、その値とします。 

実質運用益＝一定の基準日における契約資産の時価評価額－実質リターン算出基準値（※ハイ

ウォーターマーク） 

※実質リターン算出基準値（ハイウォーターマーク）は、初回は新規契約金額、以降は過去の各

契約年度末における契約資産の時価評価額（追加入金、一部解約金額（一部解約に伴う既支払済

の成功報酬を含みます)を加減算します）の中でもっとも高い金額（成功報酬控除後の期末時価評

価額）です。 

・減額時についてはお申し出いただいた日の時価評価額を計算基準として契約金額全額について

都度算出します。 

・全解約時については資産売却完了後の時価評価額を計算基準として算出します。 

 

※弊社ラップサービスの一部の報酬率を記載しています。 
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